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奈良県信用保証協会
企業とともに未来を拓く



　平素は、奈良県信用保証協会の業務運営につきまして、格別のご高配を賜り、厚くお

礼申しあげます。

　このたび、当協会における平成29年度の事業活動および今年度の経営計画等について

ご報告するディスクロージャー誌「奈良県信用保証協会レポート2018」を作成いたしま

した。ぜひご一読いただき、信用保証制度や当協会の取り組みについてご理解を深めて

いただければ幸いに存じます。

　県内の経済情勢につきましては、一部に弱さがみられるものの生産活動、雇用情勢な

どの改善により、総じて緩やかに回復しつつあります。

　今後については、政府の経済対策の効果により、県内経済は回復するものと期待され

ますが、県内中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、生産性の伸び悩みや経営

者の高齢化の進行による休廃業の増加、ならびに人手不足の深刻化など懸念事項も依然

として残っており、引き続き注視が必要です。

　このような経済状況を踏まえ、当協会では、国や地方公共団体の施策に基づく各種政

策保証の推進による金融支援や金融機関および関係機関と連携し、経営支援・再生支援・

創業支援に積極的に取り組み、中小企業・小規模事業者の皆様の「よき相談相手・よき

パートナー」となることを目指してまいります。

　今後も関係機関の皆様のご協力のもと、「企業とともに未来を拓く」をキャッチフレ

ーズに役職員一丸となって地域経済の発展に取り組んでまいりますので、引き続きご支

援を賜りますようお願い申し上げます。

平成30年９月

ごあいさつ

奈良県信用保証協会
会長　松 谷 幸 和
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奈良県信用保証協会の概要

プロフィール 平成30年3月31日現在

本　　店 高田支店（奈良県産業会館内）

信用保証協会法に基づく特殊法人

195億円

22,310件　2,143億円

12,087企業

5名

73名

本　　店　奈良市法蓮町163番地の2
高田支店　大和高田市幸町2番33号（奈良県産業会館内）

あゆみ

昭和24年12月３日
　

昭和27年７月５日

昭和28年11月１日

昭和29年７月15日

昭和47年11月25日

12月４日

平成６年７月１日

「財団法人奈良県信用保証協会」設立認可
事務所　　　　奈良市橋本町16番地（南都銀行内）

事務所移転　　奈良市東向中町8番地（県森林組合連合会内）

事務所移転　　奈良市東向中町6番地（大和経済倶楽部内）

信用保証協会法に基づく法人組織変更認可
名称「奈良県信用保証協会」

新事務所落成　新事務所：奈良市法蓮町163番地の2

新事務所業務開始

高田支店開設　事務所：大和高田市幸町2番地33号（奈良県産業会館内）

法 人 格

基 本 財 産

保 証 債 残 高

保証利用企業者数

常 勤 役 員

職 　 員

事 務 所

企業とともに未来を拓く

基本理念

　事業の維持、創造・発展に努める中小企業者に対して公的機関として、その将来と経営手腕

を適正に評価することにより、企業の信用を創造し、「信用保証」を通じて、金融の円滑化に

努めるとともに、相談・診断・情報提供といった多様なニーズに的確に対応することにより中

小企業の経営基盤の強化に寄与し、もって中小企業の振興と地域経済の活力ある発展に貢献し

ます。

基本方針

シンボルマーク

　経営の発展に努める中小企業者の現状を把握し、そのニーズに的確・迅速に対応するととも

に、当協会の経営基盤の充実を図り、革新性や創造性を発揮できる人材の育成に努め、信用補

完機関としての機能を十分に果たします。

①　適正保証の推進

②　期中管理への柔軟な対応

③　実状に則した求償権回収

④　業務改善と効率化の推進

　平成26年度創立65周年の記念事業の一環として、当協会職員がシンボルマーク・キャッチフ

レーズを考案しました。

奈良の色、蘇芳色の“Ｎ”
　当協会が木の幹となり、

若葉
県下の中小企業・小規模事業
者の皆さまが青々と茂り力強
く成長される様子をイメージ
しています。

す おう
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コンプライアンス態勢

監　　　事 理　事　会

コンプライアンス委員会
外部相談窓口
（弁護士）

コンプライアンス統括部署

コンプライアンス担当者

職　　　員　　　等

報告・連絡・相談
指示
調査・チェック

　奈良県信用保証協会は、公的使命と社会的責任の重みを常に認識し、健全な業務運営を通じ
揺るぎない信頼を確立するため、当協会役職員はコンプライアンスの実践に積極的に取組んで
います。
　このコンプライアンスを実践していくために「奈良県信用保証協会倫理憲章」を定め、「具
体的行動規範」に基づいて行動しています。
　また、コンプライアンスを推進するため、コンプライアンス委員会を設置するとともに、統
括部署を定めコンプライアンス・マニュアルの整備や実践状況の把握に努めています。

役職員の行動規範
１．人権の尊重、差別、セクシャルハラスメント、
パワーハラスメントの禁止

２．反社会的勢力（不当要求行為）との対決
３．社会的規範の遵守
４．各種業法および諸規程の遵守
５．誠実な職務の遂行
６．税務・法律相談等の禁止
７．情報の適切な管理
８．情報システムの適切な使用
９．職務上の地位と関係者との付き合い

コンプライアンス組織体制図

役職員の行動規範

人権の尊重、差別、
セクシャルハラスメント、
パワーハラスメント等の禁止

反社会的勢力（不当要求行為）
との対決

社会的規範の遵守

各種業法および諸規程の
遵守

誠実な職務の遂行
税務・法律相談等の禁止

情報の適切な管理

情報システムの
適切な使用

職務上の地位と
関係者との付き合い

奈良県信用保証協会
倫理憲章

信用保証協会の
公共性と社会的責任

質の高い信用保証
サービス

法令やルールの
厳格な遵守

反社会的勢力との
対決

地域社会に対する
貢献
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個人情報保護

個人情報保護宣言
　奈良県信用保証協会は信用保証協会法（昭和28.8.10法律第196号）に基づく法人であり、中
小企業等の皆様が金融機関から貸付等を受けるについて、貸付金等の債務を保証することを主
たる業務としており、信用保証協会の制度の確立をもって中小企業等の皆様に対する金融の円
滑化を図ることを目的としております。
　業務上、お客様の個人情報を取得・利用等をさせていただくことになりますが、お客様の個
人情報の取扱いについて以下の方針で取り組み、適正な個人情報の保護に努めてまいります。

（１）個人情報に関する法令等の遵守
当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）などの法令およびガイドライン等を
遵守して、お客様の個人情報を取り扱います。

（２）個人情報の取得・利用・提供
　・当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用し
ます。なお、利用目的の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）
の「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の１．「当協会が取り扱う個人情報の利
用目的」に公表しておりますのでご覧ください。

　・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使
用いたしません。

　・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者
には提供・開示しません。

　・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要
と認められる目的以外の目的には使用いたしません。

（３）個人データの適正管理
お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個
人データの取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組み
を見直します。

（４）個人情報保護の維持・改善
当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情
報保護への取り組みを見直します。

（５）個人データの委託
　・当協会は、個人情報保護法第23条第４項第１号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に
委託する場合があります。

　・委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

（６）保有個人データの開示・利用目的の通知

　・法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示

およびその利用目的の通知を求めることができます。
　・請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確

認書類を添付して当協会窓口に持参（または郵送）ください。

　・個人データの開示および利用目的の通知につきましては実費相当額（１件につき300円）をいただき

ます。

（７）保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止

　・当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご連絡ください。

調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、訂正または削除いたします。

　・お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に利用している場合には下記の窓口にご連絡くだ

さい。調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用停止いたします。

　・お客様の個人情報を個人情報保護法第23条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口

にご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者

提供を停止いたします。

　・（６）（７）の具体的な手続につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個

人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の8．（３）「開示等の求めに応じる手続等に関す

る事項」をご覧下さい。

（８）質問・苦情について

当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

（９）開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談　・質問・

　　　苦情窓口等について

当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は以下のとおりです。

住　　所　奈良市法蓮町1６３番地の２
電話番号　０７４２（３３）０５５１
部 署 名　総務部総務課
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当協会は個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）などの法令およびガイドライン等を
遵守して、お客様の個人情報を取り扱います。

（２）個人情報の取得・利用・提供
　・当協会では、信用保証業務の適切な運営の遂行のためにお客様の個人情報を適正に取得し、利用し
ます。なお、利用目的の詳細につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）
の「個人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の１．「当協会が取り扱う個人情報の利
用目的」に公表しておりますのでご覧ください。

　・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、上記記載の利用目的以外には使
用いたしません。

　・取得したお客様の個人情報は、法令等に定める一定の場合を除き、お客様の同意を得ないで第三者
には提供・開示しません。

　・お客様の本籍地等の業務上知り得た公表されていない情報を、適切な業務の運営の確保その他必要
と認められる目的以外の目的には使用いたしません。

（３）個人データの適正管理
お客様の個人データについて、組織的・人的・技術的安全管理措置を継続的に見直し、お客様の個
人データの取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情報保護への取り組み
を見直します。

（４）個人情報保護の維持・改善
当協会は、お客様の個人情報の取扱いが適正に行われるように定期的に点検するとともに、個人情
報保護への取り組みを見直します。

（５）個人データの委託
　・当協会は、個人情報保護法第23条第４項第１号の規定に基づき個人データに関する取扱いを外部に
委託する場合があります。

　・委託する場合には適正な取扱いを確保するため契約の締結、実施状況の点検などを行います。

（６）保有個人データの開示・利用目的の通知

　・法令等に定める一定の場合を除き、お客様は、当協会が保有するお客様ご自身の個人データの開示

およびその利用目的の通知を求めることができます。
　・請求の方法は当協会窓口に備置してある個人情報開示請求書に所定の事項を記載のうえ、ご本人確

認書類を添付して当協会窓口に持参（または郵送）ください。

　・個人データの開示および利用目的の通知につきましては実費相当額（１件につき300円）をいただき

ます。

（７）保有個人データの訂正・削除、利用停止、第三者提供の停止

　・当協会が保有する個人データに誤りがある場合は下記の窓口にご連絡ください。

調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、訂正または削除いたします。

　・お客様の個人情報を不適切に取得し、又は目的外に利用している場合には下記の窓口にご連絡くだ

さい。調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの利用停止いたします。

　・お客様の個人情報を個人情報保護法第23条に違反して第三者に提供している場合には、下記の窓口

にご連絡ください。調査確認のうえ、法令等に定める一定の場合を除き、保有個人データの第三者

提供を停止いたします。

　・（６）（７）の具体的な手続につきましては当協会ホームページ（または備え付けのパンフレット）の「個

人情報保護法に基づく公表事項等に関するご案内」の8．（３）「開示等の求めに応じる手続等に関す

る事項」をご覧下さい。

（８）質問・苦情について

当協会は、お客様からの個人情報に関する質問・苦情について適切かつ迅速に取り組みます。

（９）開示・利用目的の通知・訂正・利用停止・第三者提供の停止・安全管理措置・相談　・質問・

　　　苦情窓口等について

当協会における個人情報等に関する各種のお問い合わせの窓口は以下のとおりです。

住　　所　奈良市法蓮町1６３番地の２
電話番号　０７４２（３３）０５５１
部 署 名　総務部総務課
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信用補完制度のしくみ

　中小企業・小規模事業者が金融機関からの事業資金の融資を受ける際に債務を保証する信用
保証制度と、これを国が出資する㈱日本政策金融公庫によって再保険する信用保険制度が連結
した制度を信用補完制度といいます。

①　中小企業者は、金融機関に信用保証委託申込書による申込みをします。
　一部の保証制度においては、市町村の商工担当課でも申込をすることができます。
②　金融機関は、協会に信用保証の依頼をします。
③　協会は、申込みのあった中小企業者に対して信用調査をします。
④　協会は、審査の結果、信用保証を適当と認めた場合は保証を引き受けし、金融機関に対し
て信用保証書を発行します。
⑤　金融機関は、信用保証書に基づいて中小企業者に融資をします。このとき中小企業者は、
所定の保証料を、金融機関を通じて協会へ納めます。
⑥　中小企業者は、借入契約にしたがって金融機関へ借入金を返済します。
⑦　中小企業者が倒産等によって借入金の返済ができなくなった場合、金融機関は協会に対し
て代位弁済の請求をします。
⑧　協会は、この請求に基づき、中小企業者に代わって借入金の残債務を金融機関に支払いま
す。これを「代位弁済」といいます。
⑨　協会は、中小企業者に対する求償権を得て債権者となり、中小企業者は、協会に対して求
償債務を返済することとなります。

信用保証制度のしくみ

中小企業者

①融資申込

⑤融　　資

⑥返　　済

①信用保証委託申込

③信用調査

⑨求償権取得

⑨求償債務返済

②信用保証依頼

④信用保証書発行

⑦代位弁済請求

⑧代位弁済

信用保証協会

金融機関
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❶包括保証保険契約

❷保険料支払

❸保険金請求

❹保険金支払

❺回収金納付

❶　協会が中小企業者のために金融機関に対して行う債務の保証について、原則としてすべて
保険関係が成立する旨の契約を協会と公庫との間で締結します。
❷　協会が一定要件を備えた信用保証を行った場合は、❶の契約に基づいて公庫に保証通知を
行うとともに信用保険料を支払います。
❸　協会が金融機関に対して代位弁済した場合は、この事実を公庫に通知（事故通知）し、公
庫に保険金を請求します。
❹　協会は、この請求に基づいて、公庫から保険の種類ごとに定められたてん補率（代位弁済
額の元金の70％～90％）で保険金を受領します。
❺　協会は、保険金受領後に求償権を回収した場合は、てん補率に応じて公庫に回収金を納付
します。

信用保険制度のしくみ

日本政策
金融公庫

信用保証協会

信用補完制度のしくみ

　中小企業・小規模事業者が金融機関からの事業資金の融資を受ける際に債務を保証する信用
保証制度と、これを国が出資する㈱日本政策金融公庫によって再保険する信用保険制度が連結
した制度を信用補完制度といいます。

①　中小企業者は、金融機関に信用保証委託申込書による申込みをします。
　一部の保証制度においては、市町村の商工担当課でも申込をすることができます。
②　金融機関は、協会に信用保証の依頼をします。
③　協会は、申込みのあった中小企業者に対して信用調査をします。
④　協会は、審査の結果、信用保証を適当と認めた場合は保証を引き受けし、金融機関に対し
て信用保証書を発行します。
⑤　金融機関は、信用保証書に基づいて中小企業者に融資をします。このとき中小企業者は、
所定の保証料を、金融機関を通じて協会へ納めます。
⑥　中小企業者は、借入契約にしたがって金融機関へ借入金を返済します。
⑦　中小企業者が倒産等によって借入金の返済ができなくなった場合、金融機関は協会に対し
て代位弁済の請求をします。
⑧　協会は、この請求に基づき、中小企業者に代わって借入金の残債務を金融機関に支払いま
す。これを「代位弁済」といいます。
⑨　協会は、中小企業者に対する求償権を得て債権者となり、中小企業者は、協会に対して求
償債務を返済することとなります。

信用保証制度のしくみ

中小企業者

①融資申込

⑤融　　資

⑥返　　済

①信用保証委託申込

③信用調査

⑨求償権取得

⑨求償債務返済

②信用保証依頼

④信用保証書発行

⑦代位弁済請求

⑧代位弁済

信用保証協会

金融機関
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中期事業計画

第5次　中期事業計画　（平成30年度～平成32年度）

業務運営方針
　奈良県信用保証協会は、公的な保証機関として、県内中小企業・小規模事業者（以下中小企業者と
いう）の事業性と将来性を適正に評価することにより、企業の信用を創造することに寄与します。また、
金融の円滑化に努めるとともに、相談・診断・情報提供といった多様なニーズに的確に対応すること
により、経営基盤の強化に寄与し、企業の振興と地域経済の活力ある発展に尽力し、地方創生に貢献
します。
　これを実現するために、企業のライフステージの様々な局面で必要とされる多様な資金需要により
一層対応するとともに、各ステージに応じた支援の拡充強化に取り組み、トータルサポートのできる
信用保証協会を目指します。
　また、中小企業者の経営改善や事業再生を着実に進めていくべく、金融機関や関係機関との連携・
協力を進めていくとともに、特に事業再生の局面においては、個々の企業の状況を勘案しつつ、きめ
細かい対応を実施していきます。
　以上を踏まえて、平成30年度から平成32年度までの３カ年間において、業務上の基本方針について、
次に掲げる事項を主要項目として積極的に取り組みます。

（１）金融機関・関係機関との連携強化及び連携体制の構築
　中小企業者の安定的な資金調達を支援し、経営改善・生産性向上を促すため、当該企業に対する
金融機関の支援方針に着眼し、金融機関や関係機関との連携・協力を進めていきます。
　また、連携を推進するにあたり、日常的に金融機関との対話を行い連携体制の構築を行います。

（２）金融機関紹介の取り組み
　金融機関が、中小企業者に対して十分な資金供給が行えない場合に、他の金融機関を紹介する取
り組みを実施し、関係機関に周知を図るとともに支援体制を構築します。

（３）経営者保証に依らない保証の推進
　事業に失敗した場合でも再チャレンジしやすく、思い切った設備投資や事業拡大ができる環境を
整備するため、「経営者保証を不要とする取り扱い基準」に基づき、ライフステージ及び事業承継時
毎に経営者保証を不要とする取り扱いを実施し、態勢を構築します。

（４）小規模事業者への資金繰り支援の充実
　事業継続のために迅速な資金調達を必要とする小規模事業者に対し、事業者の経営実態や特性を
踏まえ、現下の財務状況や過去の保証条件の変更等の事象のみで判断するのではなく、個々の実情
に応じたきめ細やかな対応を徹底します。

（５）創業支援の充実
① 創業前の相談から開業後の成長支援まで、「死の谷」を超えて事業が継続できる一貫した支援態勢を

構築します。
② 創業予定者から資金調達の相談を受けた際、開業予定地近隣等の金融機関を紹介し、その金融機関

と連携しつつ開業が円滑に行える支援態勢を整備します。
（６）経営改善・事業再生支援の促進

① 中小企業者の経営改善を促すには、金融機関と協調した支援が必要になるため、その効果が十分に
発揮できるよう金融機関との連携体制を強化します。

② 返済緩和の条件変更先については、モニタリング等による状況把握、経営支援及び財務アドバイス
を積極的に行うことにより、コンサルティング機能を十分に発揮するとともに、きめ細かなフォロ
ーによる経営の正常化を図ります。

③ 特に再生支援時において、「経営者保証に関するガイドライン」を活用した債務の整理を行うことよ
る再生事業者の正常化を図り、経営者の思い切った事業展開および早期の事業再生等を後押します。

（７）事業承継の円滑化支援
　経営者の高齢化や後継者不足により、事業継続が困難な状況にある中小企業者に対し、実情に沿
った事業承継に関する支援を実施します。また、事業承継の取り組みに対し、金融機関や関係機関
等との連携・協力を進めていきます。

（８）円滑な撤退の支援
　業況の悪化や後継者不在の中小企業者に対しては、経営改善や事業再生、事業承継に向けた支援
を行うも、なお先行きの見通しが立たず、経営者自らが廃業を望む場合には、円滑に廃業できる支
援を講じます。

（９）回収の効率化
① 代位弁済時の初動および回収見込みの見極めの早期化を徹底し、求償権債務者等の資産・負債の状

況に応じた柔軟な措置を行います。
② 完済見込のない定期弁済を継続している求償権保証人に対し、「一部弁済による連帯保証人債務免除

ガイドライン」を活用し、回収の最大化を図ります。また、回収見込みのない求償権債務者につい
ては、速やかに管理事務停止を実施し、求償権整理を進めて回収の効率化を行います。

（10）求償権先の再生支援
　代位弁済後も事業を継続しながら誠実に返済を履行している場合や、再チャレンジを目指す求償
権債務者には、求償権消滅保証、または「経営者保証ガイドライン」を活用し、求償権の整理を行
うことによる再チャレンジの支援を行います。

（11）コンプライアンスの徹底
　コンプライアンス委員会において、遵守状況の把握、諸施策の評価およびコンプライアンスマニ
ュアルの整備状況を監視するとともに、コンプライアンス違反の起こらない環境を堅持し、コンプ
ライアンスの徹底を図ります。

（12）内部検査の充実
　内部検査においては、法令遵守態勢を中心に、リスク管理や事務効率化についても行い、提案型
の検査態勢の確立を目指します。

（13）危機管理態勢の確立
　事業継続計画（ＢＣＰ）に準拠した実施訓練を行い、常日頃より大規模災害やその他の緊急事態
に備える態勢を確立します。

（14）人材育成の推進
　外部研修については、全国信用保証協会連合会が主催する研修を中心に受講し、内部研修はより
実践的な項目を行い、ＯＪＴも含めて職員のレベルアップを図り、種々策定された支援に役立つ人
材を育成します。

（15）業務改善と効率化の推進
　事務の効率化に着手し生産性の向上を図ります。

（16）反社会的勢力排除の推進
　公知情報を中心に、反社会的勢力情報の収集を継続し、データベースの充実を図る。また、関係
機関と連携を図り、反社会的勢力の排除を行います。
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中期事業計画

第5次　中期事業計画　（平成30年度～平成32年度）

業務運営方針
　奈良県信用保証協会は、公的な保証機関として、県内中小企業・小規模事業者（以下中小企業者と
いう）の事業性と将来性を適正に評価することにより、企業の信用を創造することに寄与します。また、
金融の円滑化に努めるとともに、相談・診断・情報提供といった多様なニーズに的確に対応すること
により、経営基盤の強化に寄与し、企業の振興と地域経済の活力ある発展に尽力し、地方創生に貢献
します。
　これを実現するために、企業のライフステージの様々な局面で必要とされる多様な資金需要により
一層対応するとともに、各ステージに応じた支援の拡充強化に取り組み、トータルサポートのできる
信用保証協会を目指します。
　また、中小企業者の経営改善や事業再生を着実に進めていくべく、金融機関や関係機関との連携・
協力を進めていくとともに、特に事業再生の局面においては、個々の企業の状況を勘案しつつ、きめ
細かい対応を実施していきます。
　以上を踏まえて、平成30年度から平成32年度までの３カ年間において、業務上の基本方針について、
次に掲げる事項を主要項目として積極的に取り組みます。

（１）金融機関・関係機関との連携強化及び連携体制の構築
　中小企業者の安定的な資金調達を支援し、経営改善・生産性向上を促すため、当該企業に対する
金融機関の支援方針に着眼し、金融機関や関係機関との連携・協力を進めていきます。
　また、連携を推進するにあたり、日常的に金融機関との対話を行い連携体制の構築を行います。

（２）金融機関紹介の取り組み
　金融機関が、中小企業者に対して十分な資金供給が行えない場合に、他の金融機関を紹介する取
り組みを実施し、関係機関に周知を図るとともに支援体制を構築します。

（３）経営者保証に依らない保証の推進
　事業に失敗した場合でも再チャレンジしやすく、思い切った設備投資や事業拡大ができる環境を
整備するため、「経営者保証を不要とする取り扱い基準」に基づき、ライフステージ及び事業承継時
毎に経営者保証を不要とする取り扱いを実施し、態勢を構築します。

（４）小規模事業者への資金繰り支援の充実
　事業継続のために迅速な資金調達を必要とする小規模事業者に対し、事業者の経営実態や特性を
踏まえ、現下の財務状況や過去の保証条件の変更等の事象のみで判断するのではなく、個々の実情
に応じたきめ細やかな対応を徹底します。

（５）創業支援の充実
① 創業前の相談から開業後の成長支援まで、「死の谷」を超えて事業が継続できる一貫した支援態勢を

構築します。
② 創業予定者から資金調達の相談を受けた際、開業予定地近隣等の金融機関を紹介し、その金融機関

と連携しつつ開業が円滑に行える支援態勢を整備します。
（６）経営改善・事業再生支援の促進

① 中小企業者の経営改善を促すには、金融機関と協調した支援が必要になるため、その効果が十分に
発揮できるよう金融機関との連携体制を強化します。

② 返済緩和の条件変更先については、モニタリング等による状況把握、経営支援及び財務アドバイス
を積極的に行うことにより、コンサルティング機能を十分に発揮するとともに、きめ細かなフォロ
ーによる経営の正常化を図ります。

③ 特に再生支援時において、「経営者保証に関するガイドライン」を活用した債務の整理を行うことよ
る再生事業者の正常化を図り、経営者の思い切った事業展開および早期の事業再生等を後押します。

（７）事業承継の円滑化支援
　経営者の高齢化や後継者不足により、事業継続が困難な状況にある中小企業者に対し、実情に沿
った事業承継に関する支援を実施します。また、事業承継の取り組みに対し、金融機関や関係機関
等との連携・協力を進めていきます。

（８）円滑な撤退の支援
　業況の悪化や後継者不在の中小企業者に対しては、経営改善や事業再生、事業承継に向けた支援
を行うも、なお先行きの見通しが立たず、経営者自らが廃業を望む場合には、円滑に廃業できる支
援を講じます。

（９）回収の効率化
① 代位弁済時の初動および回収見込みの見極めの早期化を徹底し、求償権債務者等の資産・負債の状

況に応じた柔軟な措置を行います。
② 完済見込のない定期弁済を継続している求償権保証人に対し、「一部弁済による連帯保証人債務免除

ガイドライン」を活用し、回収の最大化を図ります。また、回収見込みのない求償権債務者につい
ては、速やかに管理事務停止を実施し、求償権整理を進めて回収の効率化を行います。

（10）求償権先の再生支援
　代位弁済後も事業を継続しながら誠実に返済を履行している場合や、再チャレンジを目指す求償
権債務者には、求償権消滅保証、または「経営者保証ガイドライン」を活用し、求償権の整理を行
うことによる再チャレンジの支援を行います。

（11）コンプライアンスの徹底
　コンプライアンス委員会において、遵守状況の把握、諸施策の評価およびコンプライアンスマニ
ュアルの整備状況を監視するとともに、コンプライアンス違反の起こらない環境を堅持し、コンプ
ライアンスの徹底を図ります。

（12）内部検査の充実
　内部検査においては、法令遵守態勢を中心に、リスク管理や事務効率化についても行い、提案型
の検査態勢の確立を目指します。

（13）危機管理態勢の確立
　事業継続計画（ＢＣＰ）に準拠した実施訓練を行い、常日頃より大規模災害やその他の緊急事態
に備える態勢を確立します。

（14）人材育成の推進
　外部研修については、全国信用保証協会連合会が主催する研修を中心に受講し、内部研修はより
実践的な項目を行い、ＯＪＴも含めて職員のレベルアップを図り、種々策定された支援に役立つ人
材を育成します。

（15）業務改善と効率化の推進
　事務の効率化に着手し生産性の向上を図ります。

（16）反社会的勢力排除の推進
　公知情報を中心に、反社会的勢力情報の収集を継続し、データベースの充実を図る。また、関係
機関と連携を図り、反社会的勢力の排除を行います。
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平成30年度経営計画

１．業務環境
　県内経済において、個人消費、生産活動が持ち直しつつあり、雇用情勢も着実に改善しているなど、
全体として持ち直しています。
　今後については、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策効果もあり、県内経済が回復してい
くことが期待されますが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があります。

２．業務運営方針
　奈良県信用保証協会は、県内中小企業・小規模事業者（以下中小企業者という）の金融の円滑化に努
めるとともに、相談、診断、情報提供といった多様なニーズに的確に対応することにより、企業の経営
基盤の強化に寄与し、もって中小企業者の振興と地域経済の活力ある発展に尽力し、地方創生に貢献し
ます。
　これを実現するために、中小企業者のライフステージの様々な局面で必要とされる多様な資金需要に
より一層対応するとともに、各ステージに応じた支援の拡充強化に取り組み、トータルサポートのでき
る信用保証協会を目指します。
　また、中小企業者の経営改善や事業再生を着実に進めていくべく、金融機関や関係機関との連携・協
力を進めていくとともに、特に事業再生の局面においては、個々の中小企業者の状況を勘案しつつ、き
め細かい対応を実施していきます。

  保証部門

①　金融機関・関係機関との連携強化及び連携体制の構築
１）中小企業者に対する安定的な資金調達を支援し、経営改善・生産性向上を促すため、事業性・
将来性を適切に評価するとともに当該企業への金融機関の支援方針に着眼し、柔軟に保証付き融
資とプロパー融資を組み合わせ、金融機関との連携に注力します。また、金融機関との連携を強
化するにあたり、日常的に金融機関との対話を行い連携体制の構築を行います。

②　金融機関紹介の取り組み
１）金融機関が、中小企業者に対して十分な資金供給が行えない場合に、他の金融機関を紹介する
取り組みを実施し、関係機関に周知を図るとともに支援体制を構築します。

③　経営者保証に依らない保証の推進
１）「経営者保証を不要とする取り扱い基準」に基づき、ライフステージ及び事業承継時毎に経営
者保証を不要とする取り扱いを実施し、態勢の整備を行います。

④　小規模事業者への資金繰り支援の充実
１）事業継続のために迅速な資金調達を必要とする小規模事業者に対し、事業者の経営実態や特性
を踏まえ、現下の財務状況や過去の保証条件の変更等の事象のみで判断するのではなく、個々の
実情に応じたきめ細やかな対応を徹底します。

  期中管理・経営支援部門

①　創業支援の充実
１）金融機関や関係機関との連携・協力を強化し、創業の相談時から一貫した支援を行い、創業者

の多様なニーズに対応できる態勢の構築を進めます。
２）創業者が手元資金無しでも開業ができ、また「死の谷」で事業を断念することがないように金

融支援や専門家派遣等の支援を行います。
３）創業予定者から資金調達の相談受けた際、開業予定地近隣等の金融機関を紹介する等、その金

融機関と連携しつつ開業が円滑に行える支援態勢を整備します。

②　経営改善・事業再生支援の促進
１） 中小企業者の経営改善を促すには、金融機関と協調した支援が必要になるため、その効果が十

分に発揮できるよう金融機関との連携体制を強化します。
２） 返済緩和の条件変更先については、モニタリング等による状況把握、経営支援及び財務アドバ

イスを積極的に行うことにより、コンサルティング機能を十分に発揮するとともに、きめ細かな
フォローによる経営の正常化を図ります。

３） 特に再生支援時において、「経営者保証に関するガイドライン」を活用した債務の整理を行うこ
とよる再生事業者の正常化を図り、経営者の思い切った事業展開および早期の事業再生等を後押
します。

③　事業承継の円滑化支援
１）経営者は高齢化の一途を辿っており、事業承継の機会は、今後より一層増加すると考えられる

ことから、経営者の交代に伴う信用力低下の防止や、経営の安定化のために、法人代表者個人（後
継者）による株式購入費用等が保証の対象となった「特定経営承継関連保証」等の利用を促進し、
事業承継に際しての資金ニーズにきめ細かく対応します。

２）事業承継の取り組みとして、奈良県事業引継ぎ支援センターとの連携を強化し、事業承継に関
する相談窓口の拡充を図ります。

④　円滑な撤退の支援
１） 経営改善や事業再生、事業承継の先行きの見通しが立たず、自主的な廃業を選択する企業には、

廃業に必要となる資金（買掛金決済、原状回復等のつなぎ資金） の保証により、円滑な撤退を支
援します。

 

　回収部門

①　回収の効率化
１）代位弁済時の初動および回収見込みの見極めの早期化を徹底し、求償権債務者等の資産・負債

の状況に応じた柔軟な措置を行います。
２）完済見込のない定期弁済を継続している求償権保証人に対し、「一部弁済による連帯保証人債

務免除ガイドライン」を活用し、回収の最大化を図ります。また、回収見込みのない求償権先に
ついては、速やかに管理事務停止を実施し、求償権整理を進め効率化を図ります。
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１．業務環境
　県内経済において、個人消費、生産活動が持ち直しつつあり、雇用情勢も着実に改善しているなど、
全体として持ち直しています。
　今後については、雇用・所得環境の改善が続くなかで、各種政策効果もあり、県内経済が回復してい
くことが期待されますが、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動の影響に留意する必要があります。

２．業務運営方針
　奈良県信用保証協会は、県内中小企業・小規模事業者（以下中小企業者という）の金融の円滑化に努
めるとともに、相談、診断、情報提供といった多様なニーズに的確に対応することにより、企業の経営
基盤の強化に寄与し、もって中小企業者の振興と地域経済の活力ある発展に尽力し、地方創生に貢献し
ます。
　これを実現するために、中小企業者のライフステージの様々な局面で必要とされる多様な資金需要に
より一層対応するとともに、各ステージに応じた支援の拡充強化に取り組み、トータルサポートのでき
る信用保証協会を目指します。
　また、中小企業者の経営改善や事業再生を着実に進めていくべく、金融機関や関係機関との連携・協
力を進めていくとともに、特に事業再生の局面においては、個々の中小企業者の状況を勘案しつつ、き
め細かい対応を実施していきます。

  保証部門

①　金融機関・関係機関との連携強化及び連携体制の構築
１）中小企業者に対する安定的な資金調達を支援し、経営改善・生産性向上を促すため、事業性・
将来性を適切に評価するとともに当該企業への金融機関の支援方針に着眼し、柔軟に保証付き融
資とプロパー融資を組み合わせ、金融機関との連携に注力します。また、金融機関との連携を強
化するにあたり、日常的に金融機関との対話を行い連携体制の構築を行います。

②　金融機関紹介の取り組み
１）金融機関が、中小企業者に対して十分な資金供給が行えない場合に、他の金融機関を紹介する
取り組みを実施し、関係機関に周知を図るとともに支援体制を構築します。

③　経営者保証に依らない保証の推進
１）「経営者保証を不要とする取り扱い基準」に基づき、ライフステージ及び事業承継時毎に経営
者保証を不要とする取り扱いを実施し、態勢の整備を行います。

④　小規模事業者への資金繰り支援の充実
１）事業継続のために迅速な資金調達を必要とする小規模事業者に対し、事業者の経営実態や特性
を踏まえ、現下の財務状況や過去の保証条件の変更等の事象のみで判断するのではなく、個々の
実情に応じたきめ細やかな対応を徹底します。

  期中管理・経営支援部門

①　創業支援の充実
１）金融機関や関係機関との連携・協力を強化し、創業の相談時から一貫した支援を行い、創業者

の多様なニーズに対応できる態勢の構築を進めます。
２）創業者が手元資金無しでも開業ができ、また「死の谷」で事業を断念することがないように金

融支援や専門家派遣等の支援を行います。
３）創業予定者から資金調達の相談受けた際、開業予定地近隣等の金融機関を紹介する等、その金

融機関と連携しつつ開業が円滑に行える支援態勢を整備します。

②　経営改善・事業再生支援の促進
１） 中小企業者の経営改善を促すには、金融機関と協調した支援が必要になるため、その効果が十

分に発揮できるよう金融機関との連携体制を強化します。
２） 返済緩和の条件変更先については、モニタリング等による状況把握、経営支援及び財務アドバ

イスを積極的に行うことにより、コンサルティング機能を十分に発揮するとともに、きめ細かな
フォローによる経営の正常化を図ります。

３） 特に再生支援時において、「経営者保証に関するガイドライン」を活用した債務の整理を行うこ
とよる再生事業者の正常化を図り、経営者の思い切った事業展開および早期の事業再生等を後押
します。

③　事業承継の円滑化支援
１）経営者は高齢化の一途を辿っており、事業承継の機会は、今後より一層増加すると考えられる

ことから、経営者の交代に伴う信用力低下の防止や、経営の安定化のために、法人代表者個人（後
継者）による株式購入費用等が保証の対象となった「特定経営承継関連保証」等の利用を促進し、
事業承継に際しての資金ニーズにきめ細かく対応します。

２）事業承継の取り組みとして、奈良県事業引継ぎ支援センターとの連携を強化し、事業承継に関
する相談窓口の拡充を図ります。

④　円滑な撤退の支援
１） 経営改善や事業再生、事業承継の先行きの見通しが立たず、自主的な廃業を選択する企業には、

廃業に必要となる資金（買掛金決済、原状回復等のつなぎ資金） の保証により、円滑な撤退を支
援します。

 

　回収部門

①　回収の効率化
１）代位弁済時の初動および回収見込みの見極めの早期化を徹底し、求償権債務者等の資産・負債

の状況に応じた柔軟な措置を行います。
２）完済見込のない定期弁済を継続している求償権保証人に対し、「一部弁済による連帯保証人債

務免除ガイドライン」を活用し、回収の最大化を図ります。また、回収見込みのない求償権先に
ついては、速やかに管理事務停止を実施し、求償権整理を進め効率化を図ります。



奈良県信用保証協会レポート　14

年度経営計画

②　求償権先の再生支援
１）再チャレンジを目指す求償権債務者に対しては、「経営者保証ガイドライン」を活用し、求償
権を整理することにより、再チャレンジの支援を行います。また、事業継続中の求償権債務者に
対しても、「求償権消滅保証」による正常化の支援を行います。

  その他間接部門

①　コンプライアンスの徹底
１）コンプライアンス委員会において、遵守状況の把握、諸施策の評価およびコンプライアンスマ
ニュアルの整備状況を監視するとともに、コンプライアンス違反の起こらない環境を堅持し、態
勢の徹底を図ります。

②　内部検査の充実
１）内部検査においては、法令遵守態勢を中心に、リスク管理や事務効率化についても行い、提案
型の検査態勢の確立を目指します。

③　危機管理態勢の確立
１）事業継続計画（ＢＣＰ）に準拠した実施訓練を行い、常日頃より大規模災害やその他の緊急事
態に備える態勢を確立します。

④　人材育成の推進
１）外部研修については、全国信用保証協会連合会が主催する研修を中心に受講し、内部研修は、
より実践的な項目を行い、ＯＪＴも含めて職員のレベルアップを図り、種々策定された支援に役
立つ人材を育成します。

⑤　業務改善と効率化の推進
１）事務の効率化を図るため、保証申込書等の書類のＰＤＦ化に向けた検討を進めます。

⑥　反社会的勢力排除の推進
１）公知情報を中心に、反社会的勢力情報の収集を継続し、データベースの充実を図ります。また、「奈
良県信用保証協会暴力団等排除対策協議会」における連携機関である奈良県警察や奈良県暴力団
追放県民センターとの連携を密にし、反社会的勢力の排除を行います

３．保証承諾等の見通し
平成30年度の保証承諾等の主要業務数値（見通し）は、以下のとおりです。

金額（百万円）

70,000

214,000

4,000

1,000

対前年度計画比 

93.3%

97.3%

100.0%

100.0%

項 目

保 証 承 諾

保証債務残高

代 位 弁 済

回 収
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年度経営計画
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当協会の主な取組み

②　金融機関協力店舗感謝状贈呈式の開催
　前年度において県内中小企業の金融の円滑化並びに信用保証業務にご協力をいた
だいた金融機関に感謝の意を表し、感謝状の贈呈を行っています。
○平成29年５月31日（水）　　於：奈良ロイヤルホテル

①　保証推進キャンペーンの実施
　適正保証の推進を図るため、平成29年度に「中小企業特定社債保証保証料割引キャ
ンペーン」を開始しました。
平成30年度は、２つの保証制度を新たに創設しています。
□保証制度名：「事業性評価保証（コラボ保証）」　「短期継続保証」

１．保証推進の取組み

　

③　金融機関若手担当者向け「信用保証業務基礎講座」の開催
　金融機関の若手担当者を対象に、基本的な協会業務への理解と協会職員との意思
疎通を深めていただくため、平成29年度で６回目の開催となりました。
○平成29年11月14日（火）　於：ホテルリガーレ春日野　　参加者　46名
○平成29年11月16日（木）　於：橿原オークホテル　　　　参加者　33名

④　金融機関との保証申込事前相談会の開催
　毎月、県内信用金庫を訪問し、保証申込の事前相談を実施しています。

⑤　保証推進
　完済した顧客に対して、企業訪問および「フレッシュ 15」を同封して四半期ごと
にダイレクトメールを発送しています。
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⑤　保証推進
　完済した顧客に対して、企業訪問および「フレッシュ 15」を同封して四半期ごと
にダイレクトメールを発送しています。
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当協会の主な取組み

①　「奈良県中小企業支援ネットワーク」
　「奈良県中小企業支援ネットワーク」は、県内の中小企業者に対する経営支援策や
再生事例などの情報を会員相互で共有し、協調して中小企業の再生支援に取組むこ
とで、県内経済の活性化に寄与することを目的としています。
　当協会が事務局となり、平成24年８月に発足しました。

（ⅰ）ネットワーク会議の開催
　定期的に参加機関における経営支援・再生支援等の取組みについて、事例報告や
情報交換を行い、県内全体の経営改善スキルの向上に努めています。

○第13回　平成29年７月14日（金）　於：奈良県文化会館　会議室
○第14回　平成30年１月24日（水）　於：奈良県文化会館　会議室

（ⅱ）サポート会議の開催
　中小企業者が経営改善計画を策定していく過程において、金融機関などの関係者
が一堂に会し、支援に向けた方向性などの意見交換を行い、早期の経営改善サポー
トに努めています。
　平成29年度は、31回の会議を開催し、返済条件の変更や借換による追加保証など
の支援を行いました。

□ネットワーク参加機関（平成30年７月20日現在　22機関）
近畿経済産業局、近畿財務局奈良財務事務所、奈良県、奈良県産業振興総合センター、奈
良県地域産業振興センター、地域経済活性化支援機構、奈良県中小企業診断士会、日本公
認会計士協会近畿会奈良地区会、日本政策金融公庫、商工組合中央金庫、奈良県銀行協会、
南都銀行、奈良信用金庫、大和信用金庫、奈良中央信用金庫、奈良県中小企業再生支援協議会、
奈良県商工会議所連合会、奈良県商工会連合会、奈良県中小企業団体中央会、近畿税理士会、
奈良弁護士会、奈良県信用保証協会

２．経営支援・再生支援・創業支援の取組み

ご相談窓口

②　中小企業者の「経営改善計画策定費用」に係る一部助成
　国が認定した外部専門家の支援を受けて経営改善計画を策定する場合、その費用
を国の業務委託先である奈良県経営改善支援センターが総額の２／３（上限200万円）
まで補助する支援を行っています。
　そこで、当協会では、この支援を受けられた方に、事業者負担分となる残りの
１／３のうち、その半分（20万円を上限）を補助しており、平成29年度は16件の補
助を行いました。

③　外部専門家の無料派遣事業
　外部専門家派遣とは、当協会を利用いただいている事業者が抱える各種課題等に
ついて、専門的な知識と経験を有する外部中小企業診断士を派遣することで課題の
解決を図るものです。派遣回数は１案件あたり８回を上限とし、派遣費用は当協会
が全額負担しています。

④　休日・夜間　総合相談窓口の実施
　休日・夜間　総合相談窓口を実施しました。県内で創業を予定されている方だけ
ではなく、既に当協会を利用いただいている方にも相談対象者を拡大しています。
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当協会の主な取組み
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　当協会が事務局となり、平成24年８月に発足しました。

（ⅰ）ネットワーク会議の開催
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トに努めています。
　平成29年度は、31回の会議を開催し、返済条件の変更や借換による追加保証など
の支援を行いました。

□ネットワーク参加機関（平成30年７月20日現在　22機関）
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１／３のうち、その半分（20万円を上限）を補助しており、平成29年度は16件の補
助を行いました。

③　外部専門家の無料派遣事業
　外部専門家派遣とは、当協会を利用いただいている事業者が抱える各種課題等に
ついて、専門的な知識と経験を有する外部中小企業診断士を派遣することで課題の
解決を図るものです。派遣回数は１案件あたり８回を上限とし、派遣費用は当協会
が全額負担しています。

④　休日・夜間　総合相談窓口の実施
　休日・夜間　総合相談窓口を実施しました。県内で創業を予定されている方だけ
ではなく、既に当協会を利用いただいている方にも相談対象者を拡大しています。
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当協会の主な取組み

30
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奈良県信用保証協会
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奈良県信用保証協会
マスコットキャラクター「ほしょまる」

30年度

金融機関融資担当者・関係機関のみなさまへ

①　ホームページの活用
　協会に関する最新の情報をタイムリーに
ご紹介しています。

③　「信用保証ハンドブック」の作成
　協会の概要、保証制度等を紹介しています。

②　保証四季報の発行
　協会の統計資料やお知らせなどを掲載した保証四季報を四半期毎に発行しています。

④　「パンフレット」、「チラシ」の作成
　協会業務の案内、経営支援、創業支援の広報用パンフレットを作成しています。

ホームページアドレス
http://www.nara-cgc.or.jp

３．広報活動の取組み
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当協会の主な取組み
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30年度

金融機関融資担当者・関係機関のみなさまへ

①　ホームページの活用
　協会に関する最新の情報をタイムリーに
ご紹介しています。

③　「信用保証ハンドブック」の作成
　協会の概要、保証制度等を紹介しています。

②　保証四季報の発行
　協会の統計資料やお知らせなどを掲載した保証四季報を四半期毎に発行しています。

④　「パンフレット」、「チラシ」の作成
　協会業務の案内、経営支援、創業支援の広報用パンフレットを作成しています。

ホームページアドレス
http://www.nara-cgc.or.jp

３．広報活動の取組み
⑤　広告の掲載
　関係機関の機関誌などへ定期的に公告を掲載しています。

⑥　ビジネスフェアへの出展
　当協会や信用保証制度をより多くの方に知っていただくため、関係機関が主催す
るビジネスフェアへ出展し、パンフレットや冊子等を配布してＰＲを行いました。

○ビジネスマッチなら「橿原ビジネス商談会」
　～農・商・工・観光　地域の魅力発見フェア～
主催：橿原商工会議所、奈良県商工会連合会
　　　平成29年10月18日（水）、19日（木）　
　　　橿原神宮崇敬会館・神宮会館

○「大和高田魅力産業創造フェア」
主催：大和高田魅力産業創造フェア実行委員会・
　　　大和高田商工会議所
　　　平成29年11月18日（土）、19日（日）
　　　奈良県産業会館

○〈ナント〉
　「ものづくり元気企業マッチングフェア　2018」
主催：南都銀行
　　　平成30年3月1日（木）
　　　グランフロント大阪

○「かしば産業展」
主催：香芝産業展実行委員会
　　　平成30年3月4日（日）
　　　香芝市ふたかみ文化センター
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当協会の主な取組み

①第三者介入排除、反社会的勢力等の排除
（ⅰ）第三者介入を排除

　公平・公正・平等な保証審査の確保に努めています。

（ⅱ）反社会的勢力等の排除
　当協会は従来から暴力団、暴力団員等の反社会的勢力の排除に取組んでおり、平
成23年10月には信用保証委託契約書の暴力団排除条項を改正し、排除の強化に努め
ています。
　また、啓もうするためのポスターを掲示し中小企業者や関係機関等に周知を図っ
ています。

（ⅲ）「暴力団等排除対策会議」の開催
　平成29年６月、奈良県警察本部と「第６回
奈良県信用保証協会暴力団等排除対策協議会」
を開催し、最近の暴力団情勢について講話を
いただくとともに、排除にむけて連携を強化
するため、意見交換を行いました。

②「意見交換会」の開催
　平成29年８月、県内の各市町村、奈良県及び保
証協会の担当者が参加して、地域の中小企業政策
や融資制度等について意見交換を行いました。

③「外部評価委員会」の開催
　協会運営の透明性を一層高めるために外部評価
委員会を設置し、中期事業計画及び年度経営計画
の実施状況について評価を受け、その結果はホー
ムページにおいて公表しています。

４．その他の取組み

・第三者が介在した保証申込は、一切受け付けいたしません。
・信用調査時には第三者の同席、交渉はお断りいたします。
・保証審査に関する第三者からの問合わせにはお答えできません。

④職員の人材育成
　当協会では、職員の人材育成を重点項目と掲げ、職員の知識、能力の向上を図る
ため、各種研修を実施しています。なお、平成29年度に実施した内部研修の主なも
のは次の通りです。
○「ビジネスマナ－の基本」
　「コミュニケ－ション研修」
○「コンプライアンス研修」
　「時効管理について」
○「税金の基礎知識と申告書の見方」
○「不動産担保評価に関する研修」
○「昨今の暴力団情勢」
○「メンタルヘルス」
○「保証協会に関係する判例について」
○「債務整理（私的整理）について」

⑤地域貢献
（ⅰ）献血

　毎年、年２回、当協会の駐車場内で移動献血車により実施しています。
（ⅱ）清掃活動

　例年９月のクリーンアップ奈良の清掃活動に参加しています。
　また、毎月第１営業日に協会近辺の清掃活動を行っています。

（ⅲ）交通安全
　奈良地区安全運転管理者協会が実施する『無事故・無違反チャレンジ200』に参加し、
業務時間だけではなく、安全運転を心掛けています。
○交通安全教室　講師：奈良県警察本部交通部交通企画課

講師：南都経済研究所

講師：弁護士

講師：税理士法人　森田会計事務所
講師：大和不動産鑑定株式会社
講師：奈良県警察本部刑事部組織犯罪対策第２課
講師：奈良産業保健総合支援センター
講師：弁護士資格を有する職員

献血 交通安全 清掃活動

メンタルヘルス ビジネスマナ－の基本 不動産担保評価に関する研修
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当協会の主な取組み

①第三者介入排除、反社会的勢力等の排除
（ⅰ）第三者介入を排除

　公平・公正・平等な保証審査の確保に努めています。

（ⅱ）反社会的勢力等の排除
　当協会は従来から暴力団、暴力団員等の反社会的勢力の排除に取組んでおり、平
成23年10月には信用保証委託契約書の暴力団排除条項を改正し、排除の強化に努め
ています。
　また、啓もうするためのポスターを掲示し中小企業者や関係機関等に周知を図っ
ています。

（ⅲ）「暴力団等排除対策会議」の開催
　平成29年６月、奈良県警察本部と「第６回
奈良県信用保証協会暴力団等排除対策協議会」
を開催し、最近の暴力団情勢について講話を
いただくとともに、排除にむけて連携を強化
するため、意見交換を行いました。

②「意見交換会」の開催
　平成29年８月、県内の各市町村、奈良県及び保
証協会の担当者が参加して、地域の中小企業政策
や融資制度等について意見交換を行いました。

③「外部評価委員会」の開催
　協会運営の透明性を一層高めるために外部評価
委員会を設置し、中期事業計画及び年度経営計画
の実施状況について評価を受け、その結果はホー
ムページにおいて公表しています。

４．その他の取組み

・第三者が介在した保証申込は、一切受け付けいたしません。
・信用調査時には第三者の同席、交渉はお断りいたします。
・保証審査に関する第三者からの問合わせにはお答えできません。

④職員の人材育成
　当協会では、職員の人材育成を重点項目と掲げ、職員の知識、能力の向上を図る
ため、各種研修を実施しています。なお、平成29年度に実施した内部研修の主なも
のは次の通りです。
○「ビジネスマナ－の基本」
　「コミュニケ－ション研修」
○「コンプライアンス研修」
　「時効管理について」
○「税金の基礎知識と申告書の見方」
○「不動産担保評価に関する研修」
○「昨今の暴力団情勢」
○「メンタルヘルス」
○「保証協会に関係する判例について」
○「債務整理（私的整理）について」

⑤地域貢献
（ⅰ）献血

　毎年、年２回、当協会の駐車場内で移動献血車により実施しています。
（ⅱ）清掃活動

　例年９月のクリーンアップ奈良の清掃活動に参加しています。
　また、毎月第１営業日に協会近辺の清掃活動を行っています。

（ⅲ）交通安全
　奈良地区安全運転管理者協会が実施する『無事故・無違反チャレンジ200』に参加し、
業務時間だけではなく、安全運転を心掛けています。
○交通安全教室　講師：奈良県警察本部交通部交通企画課

講師：南都経済研究所

講師：弁護士

講師：税理士法人　森田会計事務所
講師：大和不動産鑑定株式会社
講師：奈良県警察本部刑事部組織犯罪対策第２課
講師：奈良産業保健総合支援センター
講師：弁護士資格を有する職員

献血 交通安全 清掃活動

メンタルヘルス ビジネスマナ－の基本 不動産担保評価に関する研修
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信用保証の動向

主要項目の推移（直近10年間）

利用企業者数

保証承諾

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

15,028

14,544

14,296

14,019

13,699

13,355

13,162

12,858

12,349

12,087

10,287

8,512

8,220

6,513

6,112

5,757

6,260

6,175

5,782

5,375

168,993

129,096

114,360

88,836

77,544

68,797

67,641

77,421

74,716

69,093

28,758

27,901

27,446

27,285

26,768

26,028

26,100

24,997

23,408

22,310

303,680

311,790

305,627

290,673

271,647

253,446

242,382

233,661

224,328

214,299

12,152

9,568

6,935

6,653

5,573

3,742

3,588

2,669

2,852

2,936

2,496

2,644

1,943

2,028

1,709

1,680

1,623

1,221

1,128

1,487

1,017

828

604

514

430

332

342

258

285

244

年度 利用企業者数
保証承諾

件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

代位弁済
（元利計）

実際回収
（元金）保証債務残高

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（企業）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（百万円） （件数）

（単位：百万円）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
件数
金額

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度

保証債務残高

代位弁済

実際回収

（百万円） （件数）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

20,000

26,000

22,000

24,000

28,000

30,000

（百万円） （件数）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

200

400

600

800

1,000

1,200

（百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

件数
金額

件数
金額

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度
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信用保証の動向

主要項目の推移（直近10年間）

利用企業者数

保証承諾

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

15,028

14,544

14,296

14,019

13,699

13,355

13,162

12,858

12,349

12,087

10,287

8,512

8,220

6,513

6,112

5,757

6,260

6,175

5,782

5,375

168,993

129,096

114,360

88,836

77,544

68,797

67,641

77,421

74,716

69,093

28,758

27,901

27,446

27,285

26,768

26,028

26,100

24,997

23,408

22,310

303,680

311,790

305,627

290,673

271,647

253,446

242,382

233,661

224,328

214,299

12,152

9,568

6,935

6,653

5,573

3,742

3,588

2,669

2,852

2,936

2,496

2,644

1,943

2,028

1,709

1,680

1,623

1,221

1,128

1,487

1,017

828

604

514

430

332

342

258

285

244

年度 利用企業者数
保証承諾

件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額

代位弁済
（元利計）

実際回収
（元金）保証債務残高

0

5,000

10,000

15,000

20,000
（企業）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度

（百万円） （件数）

（単位：百万円）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
件数
金額

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度

保証債務残高

代位弁済

実際回収

（百万円） （件数）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

20,000

26,000

22,000

24,000

28,000

30,000

（百万円） （件数）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000

200

400

600

800

1,000

1,200

（百万円）

20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度
0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

件数
金額

件数
金額

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度

27年度 28年度 29年度
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信用保証の動向

都市銀行6.2%

都市銀行8.5%

地方銀行
53.4%

地方銀行
61.4%

第二地銀
2.3%

第二地銀
2.0%

信金・信組
32.6％

信金・信組
27.7％

政府系0.2％

政府系0.4％

都市銀行12.0%

地方銀行
69.0%

第二地銀
3.3%

信金・信組
15.8％

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

金融機関別保証状況（平成29年度）

保証承諾

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

170

2,809

79

2,307

10

5,375

4,559

38,948

1,651

23,810

121

72,978

74.8

84.8

108.4

114.2

38.7

92.5

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

1,115

12,992

356

7,772

75

22,310

18,261

131,549

4,265

59,390

833

214,299

89.9

92.8

95.1

104.5

91.3

95.5

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

20

138

12

74

0

244

352

2,025

96

463

0

2,936

167.2

95.7

186.6

102.2

0.0

102.9

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

業種別保証状況（平成29年度）

保証承諾

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

1,015
1,343
560
754
288
195
965
202
53

5,375

15,186
17,947
8,242
8,152
2,103
4,509
9,718
2,922
309

69,092

94.1
91.8
88.2
87.6
119.5
101.7
85.6
129.8
55.0
92.5

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

4,682
5,412
2,376
3,171
1,085
828
3,784
705
267

22,310

56,232
50,189
25,937
26,382
5,443
13,311
28,442
6,501
1,857

214,298

91.6
96.2
95.0
96.4
96.5
99.8
99.0
101.4
95.0
95.5

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

64
48
36
52
16
6
19
3
0

244

1,187
592
309
559
35
50
177
22
0

2,935

138.2
90.4
45.0
209.8
46.0
286.6
68.7
798.2
0.0

102.9

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

製造業
22.0%

建設業
26.0%

製造業
26.2%

製造業
40.4%

建設業
23.4%

建設業
20.2%

卸売業
11.9%

小売業
11.8%

卸売業
12.1%

卸売業
10.5%

小売業
12.3%

小売業
19.0%

サービス業
14.1%

サービス業
13.3%

飲食業
3.0%

運送・倉庫業
6.5%

不動産業4.2% その他0.4%

その他0.9%不動産業3.0%

サービス業6.0%
不動産業0.7%

飲食業
2.5%

運送・倉庫業
6.2%

飲食業
1.2%

運送・倉庫業
1.7%
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信用保証の動向

都市銀行6.2%

都市銀行8.5%

地方銀行
53.4%

地方銀行
61.4%

第二地銀
2.3%

第二地銀
2.0%

信金・信組
32.6％

信金・信組
27.7％

政府系0.2％

政府系0.4％

都市銀行12.0%

地方銀行
69.0%

第二地銀
3.3%

信金・信組
15.8％

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

金融機関別保証状況（平成29年度）

保証承諾

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

■金額構成比グラフ

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

170

2,809

79

2,307

10

5,375

4,559

38,948

1,651

23,810

121

72,978

74.8

84.8

108.4

114.2

38.7

92.5

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

1,115

12,992

356

7,772

75

22,310

18,261

131,549

4,265

59,390

833

214,299

89.9

92.8

95.1

104.5

91.3

95.5

都市銀行

地方銀行

第二地銀

信金・信組

政府系

合　計

件　数
前年度比（%）

金額（百万円）

20

138

12

74

0

244

352

2,025

96

463

0

2,936

167.2

95.7

186.6

102.2

0.0

102.9

※金額について百万円未満四捨五入しているため、合計は一致しない場合があります。

業種別保証状況（平成29年度）

保証承諾

代位弁済（元利合計）

保証債務残高

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

1,015
1,343
560
754
288
195
965
202
53

5,375

15,186
17,947
8,242
8,152
2,103
4,509
9,718
2,922
309

69,092

94.1
91.8
88.2
87.6
119.5
101.7
85.6
129.8
55.0
92.5

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

4,682
5,412
2,376
3,171
1,085
828
3,784
705
267

22,310

56,232
50,189
25,937
26,382
5,443
13,311
28,442
6,501
1,857

214,298

91.6
96.2
95.0
96.4
96.5
99.8
99.0
101.4
95.0
95.5

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

■金額構成比グラフ

製 造 業
建 設 業
卸 売 業
小 売 業
飲 食 業
運送・倉庫業
サービス業
不動産業
そ の 他
合　計

64
48
36
52
16
6
19
3
0

244

1,187
592
309
559
35
50
177
22
0

2,935

138.2
90.4
45.0
209.8
46.0
286.6
68.7
798.2
0.0

102.9

件　数 前年度比（%）
金額（百万円）

製造業
22.0%

建設業
26.0%

製造業
26.2%

製造業
40.4%

建設業
23.4%

建設業
20.2%

卸売業
11.9%

小売業
11.8%

卸売業
12.1%

卸売業
10.5%

小売業
12.3%

小売業
19.0%

サービス業
14.1%

サービス業
13.3%

飲食業
3.0%

運送・倉庫業
6.5%

不動産業4.2% その他0.4%

その他0.9%不動産業3.0%

サービス業6.0%
不動産業0.7%

飲食業
2.5%

運送・倉庫業
6.2%

飲食業
1.2%

運送・倉庫業
1.7%
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平成2９年度決算

収支計算書　平成29年4月1日～平成30年3月31日

科　目

経 常 支 出

業 務 費

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責任共有負担金納付金

雑 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 外 支 出

求 償 権 償 却

譲 受 債 権 償 却

有 価 証 券 償 却

雑 勘 定 償 却

退 職 金

責 任 準 備 金 繰 入

求償権償却準備金繰入

そ の 他 支 出

経 常 外 収 支 差 額

当 期 収 支 差 額

金　額

2,147

986

0

1,160

0

0

615

4,262

2,762

0

0

6

4

1,285

203

0

△69

619

科　目

経 常 収 入

保 証 料

預 け 金 利 息

有価証券利息・配当金

延 滞 保 証 料

損 害 金

事 務 補 助 金

責 任 共 有 負 担 金

雑 収 入

経 常 外 収 入

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

求償権償却準備金戻入

求償権補てん金戻入

補 助 金

そ の 他 収 入

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金繰入額

基 本 財 産 繰 入 額

金　額

2,762

2,188

0

320

0

53

11

169

18

4,192

138

1,348

179

2,526

0

0

74

309

309

支 出 の 部 収 入 の 部

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

経

　
　常

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　収

　
　入

経

　
　常

　
　収

　
　入

業 務 費
保 証 料

そ の 他

責任共有負担金

そ の 他

償却求償権
回収金

責任準備金
戻入

求償権償却
準備金戻入

制度改革促進
基金取崩額

求償権
補てん金戻入

預 け 金
利 息 等

借入金利息

信用保険料

信用保険料

そ の 他

求償権償却

責任準備金
繰入

求償権償却
準備金繰入

そ の 他

当期
収支差額

日本政策金融公庫へ支払った信
用保険料です。

保 証 料

保証をご利用の際に中小企業の
方から頂く保証料です。

預け金利息等

金融機関に預け入れた預金の受
取利息と有価証券等からの利息
配当金です。

責任共有負担金

金融機関との適切な責任共有を
図るため金融機関から負担金と
して交付を受けたものです。

償却求償権回収金

既に償却済みの求償権から回収
したものです。

求償権補てん金戻入

代位弁済により日本政策金融公
庫から受領した保険金と地方公
共団体から受領した損失補償金
から成っています。

制度改革促進基金取崩額

部分保証制度、責任共有制度負
担金方式により生じた求償権の
自己償却額の一部等を、制度改
革促進基金から取崩していま
す。

求償権償却

年度末において法的整理の結果
等、回収不能となって償却した
求償権や当年度受領した保険金
相当額等を計上しています。

責任準備金繰入

将来の不測の事態に備えて積み
立てる準備金で、一般企業の貸
倒引当金に相当するものです。
年度末の保証債務残高に対して
一定の割合で積み立てます。
（洗替え方式）

求償権償却準備金繰入

協会資産の健全性を保つために、
年度末求償権のうち回収困難な
額を見積もって一定の割合を積
み立てます。（洗替え方式）

当期収支差額

支　　出 収　　入

全額基本財産（収支差額変動準
備金を含め）に組入れ、当協会
が健全な経営を行い、公共的使
命を果たしていくうえで必要不
可欠な基本財産の充実を図りま
す。

収支計算書の用語説明
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平成2９年度決算

収支計算書　平成29年4月1日～平成30年3月31日

科　目

経 常 支 出

業 務 費

借 入 金 利 息

信 用 保 険 料

責任共有負担金納付金

雑 支 出

経 常 収 支 差 額

経 常 外 支 出

求 償 権 償 却

譲 受 債 権 償 却

有 価 証 券 償 却

雑 勘 定 償 却

退 職 金

責 任 準 備 金 繰 入

求償権償却準備金繰入

そ の 他 支 出

経 常 外 収 支 差 額

当 期 収 支 差 額

金　額

2,147

986

0

1,160

0

0

615

4,262

2,762

0

0

6

4

1,285

203

0

△69

619

科　目

経 常 収 入

保 証 料

預 け 金 利 息

有価証券利息・配当金

延 滞 保 証 料

損 害 金

事 務 補 助 金

責 任 共 有 負 担 金

雑 収 入

経 常 外 収 入

償 却 求 償 権 回 収 金

責 任 準 備 金 戻 入

求償権償却準備金戻入

求償権補てん金戻入

補 助 金

そ の 他 収 入

制度改革促進基金取崩額

収支差額変動準備金繰入額

基 本 財 産 繰 入 額

金　額

2,762

2,188

0

320

0

53

11

169

18

4,192

138

1,348

179

2,526

0

0

74

309

309

支 出 の 部 収 入 の 部

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

経

　
　常

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　支

　
　出

経

　
　常

　
　外

　
　収

　
　入

経

　
　常

　
　収

　
　入

業 務 費
保 証 料

そ の 他

責任共有負担金

そ の 他

償却求償権
回収金

責任準備金
戻入

求償権償却
準備金戻入

制度改革促進
基金取崩額

求償権
補てん金戻入

預 け 金
利 息 等

借入金利息

信用保険料

信用保険料

そ の 他

求償権償却

責任準備金
繰入

求償権償却
準備金繰入

そ の 他

当期
収支差額

日本政策金融公庫へ支払った信
用保険料です。

保 証 料

保証をご利用の際に中小企業の
方から頂く保証料です。

預け金利息等

金融機関に預け入れた預金の受
取利息と有価証券等からの利息
配当金です。

責任共有負担金

金融機関との適切な責任共有を
図るため金融機関から負担金と
して交付を受けたものです。

償却求償権回収金

既に償却済みの求償権から回収
したものです。

求償権補てん金戻入

代位弁済により日本政策金融公
庫から受領した保険金と地方公
共団体から受領した損失補償金
から成っています。

制度改革促進基金取崩額

部分保証制度、責任共有制度負
担金方式により生じた求償権の
自己償却額の一部等を、制度改
革促進基金から取崩していま
す。

求償権償却

年度末において法的整理の結果
等、回収不能となって償却した
求償権や当年度受領した保険金
相当額等を計上しています。

責任準備金繰入

将来の不測の事態に備えて積み
立てる準備金で、一般企業の貸
倒引当金に相当するものです。
年度末の保証債務残高に対して
一定の割合で積み立てます。
（洗替え方式）

求償権償却準備金繰入

協会資産の健全性を保つために、
年度末求償権のうち回収困難な
額を見積もって一定の割合を積
み立てます。（洗替え方式）

当期収支差額

支　　出 収　　入

全額基本財産（収支差額変動準
備金を含め）に組入れ、当協会
が健全な経営を行い、公共的使
命を果たしていくうえで必要不
可欠な基本財産の充実を図りま
す。

収支計算書の用語説明
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平成29年度決算

貸借対照表　平成30年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,442
0

27,847
0

276
0

214,298
672
0

639

250,177

借　　方 貸　　方

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
基 本 財 産
基 金
基 金 準 備 金
制 度 改 革 促 進 基 金
収支差額変動準備金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計

金　額
19,465
3,980
15,484

21
8,525
1,285
203
768
14

214,298
0
0

5,594
250,177

財産目録　平成30年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,442
0

27,847
0

276
0

214,298
672
0

639
250,177

資　　産 負　　債

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計
正 味 資 産

金　額
1,285
203
768
14

214,298
0
0

5,594

222,164
28,012

基本財産

制度改革
促進基金

収支差額
変動準備金

責任準備金

求償権償却
準備金

退職給与
引当金

求償権
補てん金

未経過
保証料

未払
保険料

そ の 他

借入金

現金・預け金

現　金
預け金

有価証券

不動産等

求償権

その他

未経過
保険料

預け金は、代位弁済資金・経費
支払のため、金融機関へ預け入
れしています。

基本財産

会社の資本金に相当するもので
す。地方公共団体や金融機関か
ら拠出された「基金」と過去の
収支差額の累計「基金準備金」
で構成されています。

制度改革促進基金

国の施策の導入・促進、中小企
業の事業資金を円滑にするた
め、協会の経営基盤を強化する
目的で国より拠出されたもので
す。

収支差額変動準備金

収支差額に欠損が生じた場合
や、急激な保証の増大により基
本財産の増強が必要となった場
合に備えて、協会経営の安定の
ために積み立てておくもので
す。

未経過保証料

受入保証料のうち翌事業年度以
降にかかる部分を計上します。

有価証券

安全有利な資金運用を行うため、
国債・社債・地方債を保有いた
します。

求償権

金融機関に代位弁済し、取得し
た債権が求償権ですが、経理上
の求償権は代位弁済した金額か
ら回収金、保険金、損失補償金
および自己償却分を控除した額
です。

未経過保険料

日本政策金融公庫に支払った保
険料のうち、翌事業年度にかか
る部分を計上しています。

借　　方 貸　　方

貸借対照表の用語説明
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平成29年度決算

貸借対照表　平成30年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,442
0

27,847
0

276
0

214,298
672
0

639

250,177

借　　方 貸　　方

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
基 本 財 産
基 金
基 金 準 備 金
制 度 改 革 促 進 基 金
収支差額変動準備金
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計

金　額
19,465
3,980
15,484

21
8,525
1,285
203
768
14

214,298
0
0

5,594
250,177

財産目録　平成30年3月31日現在

科　目
現 金
預 け 金
金 銭 信 託
有 価 証 券
そ の 他 有 価 証 券
動 産 ・ 不 動 産
損 失 補 償 金 見 返
保 証 債 務 見 返
求 償 権
譲 受 債 権
雑 勘 定

合　計

金　額
0

6,442
0

27,847
0

276
0

214,298
672
0

639
250,177

資　　産 負　　債

（単位：百万円）

※） 記載金額は百万円未満切り捨てて表示しております。
そのため合計金額については、合致しない場合があります。

科　目
責 任 準 備 金
求 償 権 償 却 準 備 金
退 職 給 与 引 当 金
損 失 補 償 金
保 証 債 務
求 償 権 補 て ん 金
借 入 金
雑 勘 定

合　計
正 味 資 産

金　額
1,285
203
768
14

214,298
0
0

5,594

222,164
28,012

基本財産

制度改革
促進基金

収支差額
変動準備金

責任準備金

求償権償却
準備金

退職給与
引当金

求償権
補てん金

未経過
保証料

未払
保険料

そ の 他

借入金

現金・預け金

現　金
預け金

有価証券

不動産等

求償権

その他

未経過
保険料

預け金は、代位弁済資金・経費
支払のため、金融機関へ預け入
れしています。

基本財産

会社の資本金に相当するもので
す。地方公共団体や金融機関か
ら拠出された「基金」と過去の
収支差額の累計「基金準備金」
で構成されています。

制度改革促進基金

国の施策の導入・促進、中小企
業の事業資金を円滑にするた
め、協会の経営基盤を強化する
目的で国より拠出されたもので
す。

収支差額変動準備金

収支差額に欠損が生じた場合
や、急激な保証の増大により基
本財産の増強が必要となった場
合に備えて、協会経営の安定の
ために積み立てておくもので
す。

未経過保証料

受入保証料のうち翌事業年度以
降にかかる部分を計上します。

有価証券

安全有利な資金運用を行うため、
国債・社債・地方債を保有いた
します。

求償権

金融機関に代位弁済し、取得し
た債権が求償権ですが、経理上
の求償権は代位弁済した金額か
ら回収金、保険金、損失補償金
および自己償却分を控除した額
です。

未経過保険料

日本政策金融公庫に支払った保
険料のうち、翌事業年度にかか
る部分を計上しています。

借　　方 貸　　方

貸借対照表の用語説明



奈良県信用保証協会レポート　32

信用保証業務の概要

１．信用保証をご利用いただける方
企業規模　法人の場合

資本金や従業員のうち、いずれか一方が下記の条件に該当していればご利用いた
だけます。
個人事業主の場合
常時使用する従業員が下記の条件に該当していればご利用いただけます。

１　家族従業員、臨時の使用人、会社の役員は従業員に含みません。
２　組合の場合は当該組合が保証対象事業を営むこと、又はその構成員の2/3以上が保証対象事業を営
んでいれば申込み可能です。

３　資本金が上表の要件を超えている法人で、かつ、従業員が９割を超えている場合（《例》製造業に
おいては271人）は別途従業員確認資料（※）が必要となります。
※従業員は、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」により確認を行います。
ただしこれにより難い場合は、「賃金台帳」「健康保険・厚生年金被保険者報酬月額算定基礎届総
括票」（提出先：日本年金機構事務センター）、「法人の事業概況説明書」（提出先：税務署）等の公
的機関に提出する書類で確認します。

４　医療法人等とは医療法人及び医業を主たる事業とする社会福祉法人、一般財団法人又は一般社団法
人をいいます。

５　有限責任事業組合（ＬＬＰ）、宗教法人及び学校法人は保証の対象にはなりません。
６　平成27年10月１日から特定事業を行う中小規模のNPO法人が、信用保証制度を活用した融資を利用
できるようになりました。

営業経歴　現に事業を営んでいる中小企業者であればご利用いただけます（但し制度により営
業経歴を定めているものもあります）。

営業住所　個人事業主の場合
奈良県内に住所又は事業所等がある場合は保証の対象となります。
法人の場合
奈良県内に本店または事業所を有する方が対象です。
本店の所在地や支店登記の有無にかかわらず、奈良県内において事業を行ってい
る方を対象とし、法人の本店が単なる登記上の住所地のみで、事業の実態がない
場合は保証の対象となりません。

製造業等（建設業・運輸業含む） 3億円以下

3億円以下

医療法人等

卸売業

小売業

旅館業

ゴム製品製造業

ソフトウエア業又は情報処理サービス業 3億円以下

自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに
工業用ベルト製造業を除く

サービス業

－

1億円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

300人以下

資　本　金業　　　　　　　　種 従業員数

900人以下

300人以下

300人以下

100人以下

50人以下

200人以下

100人以下

業種　ほとんどの業種が対象になりますが、一部ご利用いただけない業種があります。

許認可　許認可等が必要な業種を営む方は、その許認可を受けていることが要件となります。

資金使途　事業経営に必要な運転資金と設備資金を対象にしています。生活資金、住宅資金、
投機資金などは対象となりません。

・法令に違反し、または著しく公序良俗に反すると認められる場合

・税金、社会保険料を滞納し、完納の見通しが立たない場合

・信用保証協会（他協会を含む）の代位弁済に対する債務の履行が終わっていない場合（※）
・銀行取引停止中（第一回目の不渡発生後６か月以内を含む）の場合

・保証協会の保証付債権、または金融機関のプロパー債権について延滞等の債務不履行がある場合

・破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理等の法的手続中のもの（※）
・休眠会社

・信用保証委託契約書の「反社会的勢力の排除」の条項に該当する場合

・その他、信用保証協会が不適当と認めた場合

※再生支援案件として当協会が認めた場合については取扱いが可能です。

次に該当する場合は、信用保証を利用することができません。

農　業

非 対 象 業 種 具 体 的 な 業 種 事 例
果樹栽培、きのこ製造（菌床栽培方式で工場的生産設備を有する
場合は除く）、養鶏、養豚、養蜂、ブリーダー（犬の飼育業）など

風俗関連営業、パチンコホール、ストリップ劇場、競輪・競馬予
想業、場外馬券売場、相場案内業　など

育林、育林請負業等（素材生産および素材生産サービス業を除く）

全業種

宗教団体、政治・経済・文化団体　など

公共料金に関する集金・取立業を除く

食事の提供を目的としないキャバレー、ナイトクラブなど

特殊浴場業のうち、風俗営業関連

林　業

漁　業

飲食業

浴場業

娯楽業

風営法第２条第６項第４号に規定する店舗型性風俗特殊営業
（ラブホテル、モーテルなど）宿泊業

宗教・その他

集金・取立業

◆酪農（生乳生産）・養豚・養鶏・肉牛肥育・しいたけ栽培・きのこ類栽培・金魚養殖・淡水魚養殖業
については、当協会では特別に保証対象としています。この場合は１企業者2,000万円を保証限度とし、
担保の設定を原則とします。なお、取扱金融機関は、無保険保証取扱に係る「契約書」を締結してい
る金融機関が対象となります。
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信用保証業務の概要

１．信用保証をご利用いただける方
企業規模　法人の場合

資本金や従業員のうち、いずれか一方が下記の条件に該当していればご利用いた
だけます。
個人事業主の場合
常時使用する従業員が下記の条件に該当していればご利用いただけます。

１　家族従業員、臨時の使用人、会社の役員は従業員に含みません。
２　組合の場合は当該組合が保証対象事業を営むこと、又はその構成員の2/3以上が保証対象事業を営
んでいれば申込み可能です。

３　資本金が上表の要件を超えている法人で、かつ、従業員が９割を超えている場合（《例》製造業に
おいては271人）は別途従業員確認資料（※）が必要となります。
※従業員は、「労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書」により確認を行います。
ただしこれにより難い場合は、「賃金台帳」「健康保険・厚生年金被保険者報酬月額算定基礎届総
括票」（提出先：日本年金機構事務センター）、「法人の事業概況説明書」（提出先：税務署）等の公
的機関に提出する書類で確認します。

４　医療法人等とは医療法人及び医業を主たる事業とする社会福祉法人、一般財団法人又は一般社団法
人をいいます。

５　有限責任事業組合（ＬＬＰ）、宗教法人及び学校法人は保証の対象にはなりません。
６　平成27年10月１日から特定事業を行う中小規模のNPO法人が、信用保証制度を活用した融資を利用
できるようになりました。

営業経歴　現に事業を営んでいる中小企業者であればご利用いただけます（但し制度により営
業経歴を定めているものもあります）。

営業住所　個人事業主の場合
奈良県内に住所又は事業所等がある場合は保証の対象となります。
法人の場合
奈良県内に本店または事業所を有する方が対象です。
本店の所在地や支店登記の有無にかかわらず、奈良県内において事業を行ってい
る方を対象とし、法人の本店が単なる登記上の住所地のみで、事業の実態がない
場合は保証の対象となりません。

製造業等（建設業・運輸業含む） 3億円以下

3億円以下

医療法人等

卸売業

小売業

旅館業

ゴム製品製造業

ソフトウエア業又は情報処理サービス業 3億円以下

自動車又は航空機用タイヤ及びチューブ製造業並びに
工業用ベルト製造業を除く

サービス業

－

1億円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

5,000万円以下

300人以下

資　本　金業　　　　　　　　種 従業員数

900人以下

300人以下

300人以下

100人以下

50人以下

200人以下

100人以下

業種　ほとんどの業種が対象になりますが、一部ご利用いただけない業種があります。

許認可　許認可等が必要な業種を営む方は、その許認可を受けていることが要件となります。

資金使途　事業経営に必要な運転資金と設備資金を対象にしています。生活資金、住宅資金、
投機資金などは対象となりません。

・法令に違反し、または著しく公序良俗に反すると認められる場合

・税金、社会保険料を滞納し、完納の見通しが立たない場合

・信用保証協会（他協会を含む）の代位弁済に対する債務の履行が終わっていない場合（※）
・銀行取引停止中（第一回目の不渡発生後６か月以内を含む）の場合

・保証協会の保証付債権、または金融機関のプロパー債権について延滞等の債務不履行がある場合

・破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、会社整理等の法的手続中のもの（※）
・休眠会社

・信用保証委託契約書の「反社会的勢力の排除」の条項に該当する場合

・その他、信用保証協会が不適当と認めた場合

※再生支援案件として当協会が認めた場合については取扱いが可能です。

次に該当する場合は、信用保証を利用することができません。

農　業

非 対 象 業 種 具 体 的 な 業 種 事 例
果樹栽培、きのこ製造（菌床栽培方式で工場的生産設備を有する
場合は除く）、養鶏、養豚、養蜂、ブリーダー（犬の飼育業）など

風俗関連営業、パチンコホール、ストリップ劇場、競輪・競馬予
想業、場外馬券売場、相場案内業　など

育林、育林請負業等（素材生産および素材生産サービス業を除く）

全業種

宗教団体、政治・経済・文化団体　など

公共料金に関する集金・取立業を除く

食事の提供を目的としないキャバレー、ナイトクラブなど

特殊浴場業のうち、風俗営業関連

林　業

漁　業

飲食業

浴場業

娯楽業

風営法第２条第６項第４号に規定する店舗型性風俗特殊営業
（ラブホテル、モーテルなど）宿泊業

宗教・その他

集金・取立業

◆酪農（生乳生産）・養豚・養鶏・肉牛肥育・しいたけ栽培・きのこ類栽培・金魚養殖・淡水魚養殖業
については、当協会では特別に保証対象としています。この場合は１企業者2,000万円を保証限度とし、
担保の設定を原則とします。なお、取扱金融機関は、無保険保証取扱に係る「契約書」を締結してい
る金融機関が対象となります。
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信用保証業務の概要

２．信用保証料率について
　信用保証料は、信用保証協会と中小企業者との信用保証委託契約に基づき、信用保証協会
の保証をご利用いただく対価としてお支払いいただくもので、信用保証協会は、日本政策金
融公庫に支払う信用保険料のほか、信用保証制度を運営する上で必要な費用に充当するもの
です。
　信用保証料は、原則、融資実行時に全額を一括でお支払いいただきます。
　但し、保証期限前に繰上償還により借入金を完済された場合など、当協会の規程により信
用保証料の一部を返戻することがあります。

保証料率の決まり方
　平成18年４月より、それまで原則として一律であった保証料率を、中小企業者の方の経営
状況に応じて９段階の料率体系としております。
　保証料率については、お客様の財務諸表（貸借対照表、損益計算書）の情報を「中小企業
信用リスク情報データベース（略称：ＣＲＤ）」により評価し、その他外部要件を加味したう
えで総合的に決定いたします。
　

中小企業信用リスク情報データベース（ＣＲＤ）とは
　平成13年３月、中小企業庁の発案により、中小企業金融の円滑化を支援することを目的に創設
された中小企業に関する日本最大のデータベースで、全国51の信用保証協会をはじめ、金融機関
など約180の機関が会員となっております。
　ＣＲＤには、日本全国の300万社以上の中小企業の財務データが保有されております。このデ
ータに基づき、皆さまの企業の信用リスクが計算されます。

○　保証料割引制度について
〈有担保割引〉　　　　不動産担保の提供がある場合、一部の制度を除き0.1％（制度により0.02％）

の割引を行います。
〈中小企業会計割引〉　会計参与設置会社に対しては、0.1%の割引を行います。

○　保証料弾力化の対象となる場合の基本的な保証料率です。
○　地方公共団体の制度保証、小口零細企業保証制度等については、保証料率が異なります。
○　平成19年10月より導入された責任共有制度により、表示方法を「保証金額の○○％」から「融資
　金額に対して○○％」へ変更しております。

1
1.90
1.62
2.20

2
1.75
1.49
2.00

3
1.55
1.32
1.80

4
1.35
1.15
1.60

5
1.15
0.98
1.35

6
1.00
0.85
1.10

7
0.80
0.68
0.90

8
0.60
0.51
0.70

9
0.45
0.39
0.50

責任共有基本保証
責任共有特殊保証
責任共有外基本保証
※特殊保証とは、当座貸越・事業者カードローン・手形割引根保証のことです。

保証料率

３．責任共有制度について
　信用保証協会の保証付融資について、信用保証協会と金融機関が適切な責任共有を図り、両
者が連携して、中小企業の皆さまの事業意欲等を継続的に把握し、融資実行およびその後にお
ける経営支援や再生支援といった中小企業の皆さまに対する適切な支援を行うこと等を目的
に、 「責任共有制度」 が平成19年10月より導入されております。
　従来は、お客様の借入金額に対して信用保証協会が100％保証を行っておりましたが、制度
導入後は、一部の保証制度を除いて80％保証となります。
　部分保証方式は、個別貸付金の80％（一部の保証を除く）を信用保証協会が保証し、負担金
方式は、保証時点では100％保証ですが、代位弁済状況に応じて、金融機関は信用保証協会に
対し負担金を支払うことにより、部分保証と同等の負担を負うこととなっています。
　なお、中小企業特定社債保証制度、流動資産担保融資保証制度は、金融機関の選択方式に係
わらず部分保証となっています。

原則すべての保証が責任共有の対象となりますが、一部例外的に除外される制度があります。
具体的には次の保証制度が責任共有制度の対象外となっています。

１）経営安定関連保証（県セーフティネット保証）１号～４号・６号
２）災害関連保証
３）創業関連保証（支援創業関連保証及び再挑戦支援保証を含む）、創業等関連保証
４）特別小口保険に係る保証
５）事業再生保証
６）小口零細企業保証
７）求償権消滅保証
８）中堅企業特別保証
９）東日本大震災復興緊急保証
10）経営力強化保証制度（県経営改善支援資金）※

11）事業再生計画実施関連保証制度（県再生支援融資保証）※※

12）危機関連保証（県大規模経済危機等対策資金）
※　「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会

が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「経営力強化保証制度」で借り換える場合で
あって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

※※「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会
が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「事業再生実施関連保証制度」で借り換える
場合であって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

部分保証方式

80%保証部分
20%
非保証
部分

保証時点

代位弁済時点

20%
金融機関
負担部分

80%
信用保証協会の代位弁済部分

80%部分については、信用保証協会が代位弁済を
行いますが、残りの20%については、金融機関の
負担となります。

負担金方式

100%保証部分

保証時点

代位弁済時点

20%
負担金

100%
信用保証協会の代位弁済部分

100%信用保証協会が代位弁済を行いますが、信
用保証協会は金融機関から約20%の負担金支払い
を受けます。なお、そのうちの一定割合を日本政
策金融公庫に納付します。
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２．信用保証料率について
　信用保証料は、信用保証協会と中小企業者との信用保証委託契約に基づき、信用保証協会
の保証をご利用いただく対価としてお支払いいただくもので、信用保証協会は、日本政策金
融公庫に支払う信用保険料のほか、信用保証制度を運営する上で必要な費用に充当するもの
です。
　信用保証料は、原則、融資実行時に全額を一括でお支払いいただきます。
　但し、保証期限前に繰上償還により借入金を完済された場合など、当協会の規程により信
用保証料の一部を返戻することがあります。

保証料率の決まり方
　平成18年４月より、それまで原則として一律であった保証料率を、中小企業者の方の経営
状況に応じて９段階の料率体系としております。
　保証料率については、お客様の財務諸表（貸借対照表、損益計算書）の情報を「中小企業
信用リスク情報データベース（略称：ＣＲＤ）」により評価し、その他外部要件を加味したう
えで総合的に決定いたします。
　

中小企業信用リスク情報データベース（ＣＲＤ）とは
　平成13年３月、中小企業庁の発案により、中小企業金融の円滑化を支援することを目的に創設
された中小企業に関する日本最大のデータベースで、全国51の信用保証協会をはじめ、金融機関
など約180の機関が会員となっております。
　ＣＲＤには、日本全国の300万社以上の中小企業の財務データが保有されております。このデ
ータに基づき、皆さまの企業の信用リスクが計算されます。

○　保証料割引制度について
〈有担保割引〉　　　　不動産担保の提供がある場合、一部の制度を除き0.1％（制度により0.02％）

の割引を行います。
〈中小企業会計割引〉　会計参与設置会社に対しては、0.1%の割引を行います。

○　保証料弾力化の対象となる場合の基本的な保証料率です。
○　地方公共団体の制度保証、小口零細企業保証制度等については、保証料率が異なります。
○　平成19年10月より導入された責任共有制度により、表示方法を「保証金額の○○％」から「融資
　金額に対して○○％」へ変更しております。

1
1.90
1.62
2.20

2
1.75
1.49
2.00

3
1.55
1.32
1.80

4
1.35
1.15
1.60

5
1.15
0.98
1.35

6
1.00
0.85
1.10

7
0.80
0.68
0.90

8
0.60
0.51
0.70

9
0.45
0.39
0.50

責任共有基本保証
責任共有特殊保証
責任共有外基本保証
※特殊保証とは、当座貸越・事業者カードローン・手形割引根保証のことです。

保証料率

３．責任共有制度について
　信用保証協会の保証付融資について、信用保証協会と金融機関が適切な責任共有を図り、両
者が連携して、中小企業の皆さまの事業意欲等を継続的に把握し、融資実行およびその後にお
ける経営支援や再生支援といった中小企業の皆さまに対する適切な支援を行うこと等を目的
に、 「責任共有制度」 が平成19年10月より導入されております。
　従来は、お客様の借入金額に対して信用保証協会が100％保証を行っておりましたが、制度
導入後は、一部の保証制度を除いて80％保証となります。
　部分保証方式は、個別貸付金の80％（一部の保証を除く）を信用保証協会が保証し、負担金
方式は、保証時点では100％保証ですが、代位弁済状況に応じて、金融機関は信用保証協会に
対し負担金を支払うことにより、部分保証と同等の負担を負うこととなっています。
　なお、中小企業特定社債保証制度、流動資産担保融資保証制度は、金融機関の選択方式に係
わらず部分保証となっています。

原則すべての保証が責任共有の対象となりますが、一部例外的に除外される制度があります。
具体的には次の保証制度が責任共有制度の対象外となっています。

１）経営安定関連保証（県セーフティネット保証）１号～４号・６号
２）災害関連保証
３）創業関連保証（支援創業関連保証及び再挑戦支援保証を含む）、創業等関連保証
４）特別小口保険に係る保証
５）事業再生保証
６）小口零細企業保証
７）求償権消滅保証
８）中堅企業特別保証
９）東日本大震災復興緊急保証
10）経営力強化保証制度（県経営改善支援資金）※

11）事業再生計画実施関連保証制度（県再生支援融資保証）※※

12）危機関連保証（県大規模経済危機等対策資金）
※　「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会

が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「経営力強化保証制度」で借り換える場合で
あって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

※※「責任共有制度の対象除外となる信用保証協会の保証付きの既往借入金（平成19年9月30日以前に信用保証協会
が申込受付した保証であって保証割合が100％の保証を含む）」を「事業再生実施関連保証制度」で借り換える
場合であって、信用保証協会の保証付の既往借入金の範囲内の額を借り換える場合に限ります。

部分保証方式

80%保証部分
20%
非保証
部分

保証時点

代位弁済時点

20%
金融機関
負担部分

80%
信用保証協会の代位弁済部分

80%部分については、信用保証協会が代位弁済を
行いますが、残りの20%については、金融機関の
負担となります。

負担金方式

100%保証部分

保証時点

代位弁済時点

20%
負担金

100%
信用保証協会の代位弁済部分

100%信用保証協会が代位弁済を行いますが、信
用保証協会は金融機関から約20%の負担金支払い
を受けます。なお、そのうちの一定割合を日本政
策金融公庫に納付します。
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４．主な保証制度（平成30年7月1日現在）

※上記以外にも、各市町村の融資制度があります。

保証制度名

協

　会

　制

　度

奈

　良

　県

　制

　度

制度の特徴

一般保証

夏季特別・年末特別
夏季特別保証一括・年末特別保証一括
長期経営資金保証
創業等関連保証
創業関連保証

特定社債保証

経営力強化保証

改善サポ－ト（事業再生計画実施関連保証）
フレッシュ15

無担保パワフル

デラックス100

タイアップ50

アドバンス当座貸越

当座貸越根保証リトルカ－ド

集約ロ－ン20

事業性評価保証（コラボ）

短期継続保証

通常の保証制度

夏季・年末の資金が必要な方

大口で長期的な資金が必要な方

新規開業、分社化で資金が必要な方

社債（私募債）の発行により資金調達をお考えの方

産業競争力強化法に規定する設定支援機関の連携で経営の再建を図る方

保証債務残高や求償権残高がない方
企業格付けをもとに、当協会の定めた審査基準に該当し、取扱金融機関において
償還能力があると認めた法人
経営に必要な資金を安定的に供給し、事業振興に寄与していきたい法人

協会と金融機関が協調し、資金繰りの安定と発展をサポ－トしていきたい法人

経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい方

経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい小規模事業者の方

超長期の分割返済により、既往借入金の借換及び新たな事業資金を供給することで
資金繰りの円滑化を図る方

金融機関において事業性評価を実施している方

継続した短期資金を供給することで資金繰りの安定化を図りたい方

経営強化資金

小規模企業者支援資金

地域産業振興資金

チャレンジ応援資金

事業資金を必要とする方

小規模事業者で事業資金を必要とする方

地域産業事業者で事業資金を必要とする方

新たな事業の展開や設備導入等をお考えの方認定枠（奈良の木枠含）

小規模企業枠

創業支援資金（一般）

地域未来投資促進資金

新エネルギ－等対策資金

経営安定関連保証（セ－フティネット保証）

県改善サポ－ト（再生支援融資保証）

付加価値額の向上が期待できる事業の投資を実施する方
（地域未来投資促進法に基づき、知事の承認要）

研究開発支援資金 新製品や新サービスの提供等に向け、実証研究や試作品製造等の研究開発を行う方

再生可能エネルギ－を活用する施設等や省エネルギ－に資する設備等を導入する方

売上低下、取引先の倒産等で経営の安定に支障が生じている方

産業競争力強化法に規定する認定支援機関の連携で経営の再建を図る方

離職者等企業促進支援
認定特定創業支援

離職者等企業促進支援
認定特定創業支援
認定枠
南部・東部枠
飲食店認定枠
宿泊施設認定枠
女性・若者・シニア・ＵＩＪタ－ン創業支援資金

創業支援資金（分社化）

新規開業、分社化で資金が必要な方
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４．主な保証制度（平成30年7月1日現在）

※上記以外にも、各市町村の融資制度があります。

保証制度名

協

　会

　制

　度

奈

　良

　県

　制

　度

制度の特徴

一般保証

夏季特別・年末特別
夏季特別保証一括・年末特別保証一括
長期経営資金保証
創業等関連保証
創業関連保証

特定社債保証

経営力強化保証

改善サポ－ト（事業再生計画実施関連保証）
フレッシュ15

無担保パワフル

デラックス100

タイアップ50

アドバンス当座貸越

当座貸越根保証リトルカ－ド

集約ロ－ン20

事業性評価保証（コラボ）

短期継続保証

通常の保証制度

夏季・年末の資金が必要な方

大口で長期的な資金が必要な方

新規開業、分社化で資金が必要な方

社債（私募債）の発行により資金調達をお考えの方

産業競争力強化法に規定する設定支援機関の連携で経営の再建を図る方

保証債務残高や求償権残高がない方
企業格付けをもとに、当協会の定めた審査基準に該当し、取扱金融機関において
償還能力があると認めた法人
経営に必要な資金を安定的に供給し、事業振興に寄与していきたい法人

協会と金融機関が協調し、資金繰りの安定と発展をサポ－トしていきたい法人

経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい方

経営に必要な資金を反復継続的かつ安定的に供給していきたい小規模事業者の方

超長期の分割返済により、既往借入金の借換及び新たな事業資金を供給することで
資金繰りの円滑化を図る方

金融機関において事業性評価を実施している方

継続した短期資金を供給することで資金繰りの安定化を図りたい方

経営強化資金

小規模企業者支援資金

地域産業振興資金

チャレンジ応援資金

事業資金を必要とする方

小規模事業者で事業資金を必要とする方

地域産業事業者で事業資金を必要とする方

新たな事業の展開や設備導入等をお考えの方認定枠（奈良の木枠含）

小規模企業枠

創業支援資金（一般）

地域未来投資促進資金

新エネルギ－等対策資金

経営安定関連保証（セ－フティネット保証）

県改善サポ－ト（再生支援融資保証）

付加価値額の向上が期待できる事業の投資を実施する方
（地域未来投資促進法に基づき、知事の承認要）

研究開発支援資金 新製品や新サービスの提供等に向け、実証研究や試作品製造等の研究開発を行う方

再生可能エネルギ－を活用する施設等や省エネルギ－に資する設備等を導入する方

売上低下、取引先の倒産等で経営の安定に支障が生じている方

産業競争力強化法に規定する認定支援機関の連携で経営の再建を図る方

離職者等企業促進支援
認定特定創業支援

離職者等企業促進支援
認定特定創業支援
認定枠
南部・東部枠
飲食店認定枠
宿泊施設認定枠
女性・若者・シニア・ＵＩＪタ－ン創業支援資金

創業支援資金（分社化）

新規開業、分社化で資金が必要な方

保証限度額 資金使途 保証期間 保証料率（年率） 借入利率（年率）

2億8,000万円

1,500万円
1,000万円
2億円

1,500万円
2,000万円

5億6,000万円

2億8,000万円

2億8,000万円
2,000万円

2億8,000万円

1,000万円～1億円

2億8,000万円

2億円

500万円

2億8,000万円

2億8,000万円

8,000万円

運転：10年以内
設備：15年以内
5年以内
1年以内
20年以内
10年以内
10年以内

2年以上7年以内

運転：5年（借換10年）
設備：7年
15年以内
7年以内

10年以内

3年以内

10年以内

1年以内または2年以内

2年以内

20年以内

15年以内

10年以内

10年以内

10年以内

運転：10年以内
設備：15年以内
運設：10年以内

7年以内

運転：7年以内
設備：15年以内

15年以内

7年以内

15年以内

1年以内

0.45%～1.90％
手割：0.39％～1.62％

0.35％～1.80％

0.45%～1.90％
1.00%
1.00%
0.45％～1.90％
（平成31年3月29日当協会
受付分まで20％割引）
0.45％～1.75％
（借換0.50％～2.00％）
0.80％（借換1.00％）

金融機関所定利率

所定枠：金融機関所定
固定枠：2.075％
所定枠：金融機関所定
固定枠：1.775
所定枠：金融機関所定
固定枠：1.775

金融機関所定利率

0.00％
所定枠：金融機関所定
固定枠：1.775

1.575％

0.00％

金融機関所定利率

金融機関所定利率

所定枠：金融機関所定
固定枠：5年以内　1.775％

5年超　　1.975％
1.975％

0.30％～1.75％

0.45％～1.35％

0.35％～1.05％
0.35％～1.25％
（新規先0.25～1.15％）
0.39％～0.68％

0.39％～1.62％

0.45％～1.90％

0.35％～1.80％

0.35％～1.80％

0.45％～1.56％

0.23％～1.59％

0.20％～1.31％

0.00％～1.20％

0.00%

0.80%

0.00%

0.80%

0.00%

0.00%

0.00％～0.96％

1～4・6号：0.70％
5・7・8号：0.63％
0.60％（借換0.80％）

運転・設備

運転
運転

運転・設備
運転・設備
運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備
運転・設備

運転

運転
運転・設備
運転設備
運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

運転・設備

設備

運転

運転・設備

運転

運転・設備
運転設備

運転・設備
運転設備

運転・設備
運転設備

運転・設備
運転設備

運転

5,000万円

2,000万円

5,000万円

2億8,000万円
（運転は8,000万円以下
かつ設備資金の1/3以下）

5,000万円（運転は設備
資金の1/3以下）

2億8,000万円
（運転は8,000万円）

2,000万円

1,500万円

2億8,000万円

15年以内 0.00％0.00％5,000万円

5,000万円

5,000万円
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役員名簿

平成30年７月３日現在

会　　長

専務理事

常務理事

常勤理事

理　　事

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

常勤監事

監　　事

監　　事

松　谷　幸　和

坂　本　精　章

近　藤　　　朗

前　田　　　伸

上　田　　　清

植　野　康　夫

川　井　喜　樹

郡　山　　　尚

嶋　本　義　隆

高　田　知　彦

茶　谷　　　健

出　口　武　男

中　川　裕　介

萩　本　敦　士

橋　本　隆　史

峯　川　郁　朗

山　﨑　久　義

船　戸　伸　晃

川　﨑　祥　記

森　田　洋　平

奈良県市長会　代表（大和郡山市長）  

南都銀行　取締役会長  

奈良信用金庫　理事長  

大和信用金庫　会長  

奈良県商工会連合会　専務理事  

奈良中央信用金庫　理事長  

りそな銀行　執行役員

奈良県中小企業団体中央会　会長  

奈良県産業・雇用振興部　部長  

三菱ＵＦＪ銀行　奈良支社長兼支店長  

奈良県銀行協会　会長  

奈良県商工会議所連合会　常任幹事  

商工組合中央金庫　奈良支店長

弁護士

公認会計士

常　勤

常　勤

常　勤

常　勤

非常勤

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

常　勤

非常勤

非常勤

役　名 氏　　名 備　　　　考

組織機構図

平成30年4月1日現在

会　長

総務部

企画部

経営支援部

管理部

高田支店

管理課

代位弁済
グループ

保証課

総務課

企画情報課

経営支援室

専務理事

常務理事

常勤理事

常勤監事

特別参与

保証制度の創設、広報、各種統計、金融機
関・地公体との約定書・契約書の締結、電
算システム関係、償還報告、貸付実行報告
等

代位弁済事前協議、代位弁済請求、代位弁
済実行　等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行、事故報告
等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行　等

求償権の回収、訴訟　等

コンプライアンスの統括、主務官庁等の検
査・調査・監査、内部検査　等

検査室

経理、人事、研修、信用保証料　等

創業支援
グループ

再生支援
グループ

経営支援
グループ

創業に関する相談・保証申込・保証条件変
更　等

経営支援に関する相談・保証申込・保証条
件変更　等

事故報告・保証条件変更申込・代位弁済事
前協議　等



奈良県信用保証協会レポート　39

役員名簿

平成30年７月３日現在

会　　長

専務理事

常務理事

常勤理事

理　　事

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

常勤監事

監　　事

監　　事

松　谷　幸　和

坂　本　精　章

近　藤　　　朗

前　田　　　伸

上　田　　　清

植　野　康　夫

川　井　喜　樹

郡　山　　　尚

嶋　本　義　隆

高　田　知　彦

茶　谷　　　健

出　口　武　男

中　川　裕　介

萩　本　敦　士

橋　本　隆　史

峯　川　郁　朗

山　﨑　久　義

船　戸　伸　晃

川　﨑　祥　記

森　田　洋　平

奈良県市長会　代表（大和郡山市長）  

南都銀行　取締役会長  

奈良信用金庫　理事長  

大和信用金庫　会長  

奈良県商工会連合会　専務理事  

奈良中央信用金庫　理事長  

りそな銀行　執行役員

奈良県中小企業団体中央会　会長  

奈良県産業・雇用振興部　部長  

三菱ＵＦＪ銀行　奈良支社長兼支店長  

奈良県銀行協会　会長  

奈良県商工会議所連合会　常任幹事  

商工組合中央金庫　奈良支店長

弁護士

公認会計士

常　勤

常　勤

常　勤

常　勤

非常勤

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

同

常　勤

非常勤

非常勤

役　名 氏　　名 備　　　　考

組織機構図

平成30年4月1日現在

会　長

総務部

企画部

経営支援部

管理部

高田支店

管理課

代位弁済
グループ

保証課

総務課

企画情報課

経営支援室

専務理事

常務理事

常勤理事

常勤監事

特別参与

保証制度の創設、広報、各種統計、金融機
関・地公体との約定書・契約書の締結、電
算システム関係、償還報告、貸付実行報告
等

代位弁済事前協議、代位弁済請求、代位弁
済実行　等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行、事故報告
等

保証申込、保証条件変更、金融相談等各種
相談、担保・団信、保証書発行　等

求償権の回収、訴訟　等

コンプライアンスの統括、主務官庁等の検
査・調査・監査、内部検査　等

検査室

経理、人事、研修、信用保証料　等

創業支援
グループ

再生支援
グループ

経営支援
グループ

創業に関する相談・保証申込・保証条件変
更　等

経営支援に関する相談・保証申込・保証条
件変更　等

事故報告・保証条件変更申込・代位弁済事
前協議　等
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担当地域と事務所のご案内

担当地域
・本店　保証課・再生支援グループ…………………下図参照
・本店　経営支援グループ・創業支援グループ……奈良県全域

・高田支店………………………………………………下図参照
※平成30年４月１日より桜井市・王寺町・上牧町・河合町が高田支店管轄となりました。

奈良市 山添村

宇陀市
曽爾村

御杖村

東吉野村

生駒市

平群町 大和郡山市

天理市

桜井市

吉野町

三郷町

王寺町

香芝市

斑
鳩
町 安堵町

大淀町

下市町

五條市

御所市 高取町

明日香村

橿原市

大
和
高
田
市葛城市

黒滝村

上北山村

広陵町

上
牧
町 田原本町

三宅町

川西町
河合町

野迫川村

十津川村

下北山村

川上村

天川村

本　店

高田支店



　平素は、奈良県信用保証協会の業務運営につきまして、格別のご高配を賜り、厚くお

礼申しあげます。

　このたび、当協会における平成29年度の事業活動および今年度の経営計画等について

ご報告するディスクロージャー誌「奈良県信用保証協会レポート2018」を作成いたしま

した。ぜひご一読いただき、信用保証制度や当協会の取り組みについてご理解を深めて

いただければ幸いに存じます。

　県内の経済情勢につきましては、一部に弱さがみられるものの生産活動、雇用情勢な

どの改善により、総じて緩やかに回復しつつあります。

　今後については、政府の経済対策の効果により、県内経済は回復するものと期待され

ますが、県内中小企業・小規模事業者を取り巻く経営環境は、生産性の伸び悩みや経営

者の高齢化の進行による休廃業の増加、ならびに人手不足の深刻化など懸念事項も依然

として残っており、引き続き注視が必要です。

　このような経済状況を踏まえ、当協会では、国や地方公共団体の施策に基づく各種政

策保証の推進による金融支援や金融機関および関係機関と連携し、経営支援・再生支援・

創業支援に積極的に取り組み、中小企業・小規模事業者の皆様の「よき相談相手・よき

パートナー」となることを目指してまいります。

　今後も関係機関の皆様のご協力のもと、「企業とともに未来を拓く」をキャッチフレ

ーズに役職員一丸となって地域経済の発展に取り組んでまいりますので、引き続きご支

援を賜りますようお願い申し上げます。

平成30年９月

ごあいさつ

奈良県信用保証協会
会長　松 谷 幸 和

高 田 支 店 TEL.0745-22-9551 FAX.0745-22-9558

所在地　〒630－8668　奈良市法蓮町163－2

■本　　店

所在地　〒635－0015　大和高田市幸町2－33
　　　　（奈良県産業会館内）

■高田支店

発行：平成30年９月
　　　奈良県信用保証協会　企画部　企画情報課
表紙：御手洗渓谷の紅葉

（奈良県産業会館内）

ライフ

本　　　店
総　務　部
経営支援部
　保　証　課
　経営支援室
　　経営支援グループ
　　再生支援グループ
　　創業支援グループ
管　理　部
　管　理　課
　代位弁済グループ
検　査　室

TEL.0742-33-0551

TEL.0742-33-0552

TEL.0742-33-0559

TEL.0742-33-0555
TEL.0742-33-0554
TEL.0742-33-0512

FAX.0742-35-4501

FAX.0742-33-0553

FAX.0742-33-3883

FAX.0742-33-6606



奈良県信用保証協会
企業とともに未来を拓く

奈良県信用保証協会｜ 検　索

http://www.nara-cgc.or.jp


